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(57)【要約】
【課題】　この発明は、種々の形態の商品に対して対応
可能な盗難防止器具を提供する。
【解決手段】　この発明は、商品包装体６に取り付けら
れるロック用部材３と、ロック用部材３の柱部３０に設
けられた溝部３１と、ロック用部材３の柱部３０が挿入
される壁部１４が設けられたケーシング１と、このケー
シング１に設けられた係止部と、溝部３１に嵌まり込む
鍔部２３が設けられ且つケーシング１の係止部と係合す
る係合部を有するスライダ２とを有し、壁部１４内にロ
ック用部材３の柱部３０を挿入し、スライダ２をケーシ
ング１に挿入し鍔部２３と溝部３１が係合させると、係
止部と係合部が係合してロック状態となり、スライダ２
の移動が禁止される。そして、解除具により係止部と係
合部との係合が解除することにより、スライダ２の移動
が可能となるように盗難防止器具を構成した。
【選択図】図１９



(2) JP 2015-201154 A 2015.11.12

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材と、
　このロック用部材に設けられた固定部と、
　この固定部を収容するケーシングと、
　このケーシングに差し込まれ、前記固定部と当接する上板を有するスライダと、
　前記ケーシングに前記ロック用部材の固定部を装着し、前記スライダをケーシングに差
し込み前記固定部とスライダの上板を当接させた状態で、前記スライダが移動しないよう
に施錠し、解除具により施錠を解除し、前記スライダの移動を可能とする施錠機構と、か
らなることを特徴とする盗難防止器具。
【請求項２】
　前記施錠機構は、前記ケーシングに設けられた係止部と、前記スライダに設けられ前記
係止部と係合する係合部と、を有することを特徴とする請求項１に記載の盗難防止器具。
【請求項３】
　前記施錠機構は、前記ケーシングに設けられた係合部と、前記スライダに設けられ前記
係合部と係合する係止部と、を有することを特徴とする請求項１に記載の盗難防止器具。
【請求項４】
　前記固定部は、柱部とこの柱部に設けられた溝部を有し、前記ケーシングに前記ロック
用部材の柱部が取り付けられる取付部が設けられ、前記スライダの上板に前記溝部に嵌ま
り込む縁部が設けられ、
　前記取付部にロック用部材の柱部を取り付け、前記スライダをケーシングに差し込み、
前記溝部に縁部が嵌め込まれると前記ロック用部材の取り外しが禁止され、前記施錠機構
が施錠状態となり、前記スライダの移動が禁止され、解除具により施錠機構が解除される
と、前記スライダの移動が可能となることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記
載の盗難防止器具。
【請求項５】
　前記取付部は、前記ケーシングに設けられる前記柱部が嵌まり込む凹みを有する壁部か
らなり、前記ロック用部材の柱部は、商品包装体のシート状部に形成された孔に挿入し、
前記ケーシングの凹みに挿入され、商品包装体に盗難防止器具が取り付けられることを特
徴とする請求項４に記載の盗難防止器具。
【請求項６】
　前記固定部は、柱部とこの柱部より大きい基部を有し、前記スライダの上板に前記柱部
と基部の間に係合する縁部が設けられ、
　前記ケーシングにロック用部材を取り付け、前記スライダをケーシングに差し込み、前
記柱部と基部の間に縁部が係合すると前記ロック用部材の取り外しが禁止され、前記施錠
機構が施錠状態となり、前記スライダの移動が禁止され、解除具により施錠機構が解除さ
れると、前記スライダの移動が可能となることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項
に記載の盗難防止器具。
【請求項７】
　前記ケーシングに吊り下げ用の孔を有する突出片が設けられていることを特徴とする請
求項２～６のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項８】
　前記ロック用部材の先端部に摘み部が設けられていることを特徴とする請求項２～７の
いずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項９】
　前記ロック用部材の先端部に、吊り下げ用の孔を有する突出片が設けられていることを
特徴とする請求項２～６のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１０】
　商品又は商品包装体に巻回されるバンドの両端に前記ロック用部材の柱部が挿入される
孔部が設けられ、この両端部の孔部にロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケー
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シングの凹所に挿入され、商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り付けられることを特
徴とする請求項４に記載の盗難防止器具。
【請求項１１】
　商品又は商品包装体に巻回されるバンドの一端に前記ロック用部材の柱部が挿入される
孔部が設けられ、他端に前記ロック用部材の柱部が取り付けられ、一端の孔部に他端のロ
ック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケーシングの凹所に挿入され、商品又は商品
包装体に盗難防止器具が取り付けられることを特徴とする請求項４に記載の盗難防止器具
。
【請求項１２】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた固定部と、
前記バンド部の一面に設けられた爪部と、前記固定部に前記バンド部の爪部と係合するロ
ック爪と、前記固定部のロック爪と対向する位置に設けられた開口部と、前記固定部に設
けられ前記スライダの上板と当接する突出片とを有し、
　前記バンド部を商品に巻回して固定部に挿入し、爪部とロック爪によりバンド部を固定
するとともに、前記固定部の開口部を前記ケーシング内に収容してロック状態とすること
を特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１３】
　前記スライダは、第１、第２のスライダ部に分割され、第１のスライダ部に第１のロッ
ク用部材の切り欠きが設けられ、第２のスライダに第２のロック用部材の切り欠きが設け
られ、ケーシングのスライダの差し込み側に位置するスライダ部とケーシングに施錠機構
が設けられていることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１４】
　商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材と、
　このロック用部材が挿入されるケーシングと、
　このケーシングに挿入される前記ロック用部材と係合する上板を有するスライダと、
　前記ケーシングに前記ロック用部材を挿入し、前記スライダをケーシングに差し込み、
前記前記ロック用部材とスライダの上板を当接させた状態で、前記スライダが移動しない
ように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記スライダの移動を可能とする施錠機構と
、からなることを特徴とする盗難防止器具。
【請求項１５】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた基部と、前
記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、
　前記ケーシングにバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁に設けられたバンドの爪部と
係合するロック爪が設けられ、前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され
、前記バンドをロック爪より離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪
の係合が解除され、
　前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バン
ド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されることを特徴とする請求項１４に記
載の盗難防止器具。
【請求項１６】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられ、バンド部が
挿入される窓部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、
　前記ケーシングにバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁に設けられたバンドの爪部と
係合するロック爪が設けられ、前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され
、前記バンドをロック爪より離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪
の係合が解除され、
　前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バン
ド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されることを特徴とする請求項１４に記
載の盗難防止器具。
【請求項１７】
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　前記ロック用部材は、帯部と固定部を有するバンド部からなり、前記帯部は、幅の小さ
な基部とこの基部より両側に突出する突出部が交互に設けられ、前記固定部には、帯部が
挿入される開口部が設けられ、この開口部は、突出部が挿入される大きさと、前記基部を
嵌め込むことによりループ状態で固定される固定用孔が設けられ、
　前記ケーシングには、バンド部が挿入される孔部が設けられ、
　前記スライダには、前記バンド部が嵌まり込む矩形状の切り欠きが設けられ、この切り
欠きは、基部は嵌まり込むが、突出部は嵌まり込まない大きさに形成され、切り欠きにバ
ンド部の基部が嵌まり込むと、基部の上下の突出部がスライダを挟み込むことになり、バ
ンド部の移動が禁止されることを特徴とする請求項１４に記載の盗難防止器具。
                                                                      
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、店内に展示された商品が万引き等を行う不正者により窃盗され、店外に持
ち出されることを未然に防ぐための盗難防止器具に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、種々の店舗においては、展示商品の盗難を防止するため、各商品に防犯タグを貼
着している。そこで、防犯タグを貼着したまま商品を店外に持ち出そうとすると、出入り
口ゲートに設置された検知装置が警報を発し、盗難を防止する。
【０００３】
　しかしながら、通常、防犯タグは、粘着剤により商品に貼着されており、防犯タグを剥
がすことができ、店外に持ち出す前に商品から防犯タグを剥がし、廃棄されてしまうと、
盗難防止の効果がない。また、粘着材が強いとレジカウンター等で店員が防犯タグを剥が
すときに、商品からきれいに剥がれないという問題もある。
【０００４】
　そこで、防犯タグをケーシングの内部に設けた盗難防止器具を商品に取り付け、解除装
置により、盗難防止器具を商品から取り外すようにしたものが提案されている。例えば、
特許文献１には、吊り下げ用商品包装体の吊り下げ用孔に盗難防止器具を取り付けるよう
にした商品盗難防止装置が提案されている。
【０００５】
　ところで、店舗で販売される商品は、種々の形態がある。例えば、吊り下げ用商品包装
体にしてもその包装体の形状はさまざまであり、吊り下げるための取り付け孔の位置や、
その孔の深さなどが多肢にわたる。また、吊り下げ包装体に包装しない商品も種々存在す
る。
【０００６】
　このような種々の形態の商品に対して、それに対応した盗難防止器具を準備するのはそ
の種類が多くなり実用的ではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－２８２４５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　そこで、この発明は、種々の形態の商品に対して対応可能な盗難防止器具を提供するこ
とを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記の課題を解決するために、この発明の盗難防止器具は、商品又は商品包装体に取り
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付けられるロック用部材と、このロック用部材に設けられた固定部と、この固定部を収容
するケーシングと、このケーシングに差し込まれ、前記固定部と当接する上板を有するス
ライダと、前記ケーシングに前記ロック用部材の固定部を装着し、前記スライダをケーシ
ングに差し込み前記固定部とスライダの上板を当接させた状態で、前記スライダが移動し
ないように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記スライダの移動を可能とする施錠機
構と、からなることを特徴とする。
【００１０】
　また、前記施錠機構は、前記ケーシングに設けられた係止部と、前記スライダに設けら
れ前記係止部と係合する係合部と、を有するように構成することができる。
【００１１】
　また、前記施錠機構は、前記ケーシングに設けられた係合部と、前記スライダに設けら
れ前記係合部と係合する係止部と、を有するように構成することができる。
【００１２】
　また、前記固定部は、柱部とこの柱部に設けられた溝部を有し、前記ケーシングに前記
ロック用部材の柱部が取り付けられる取付部が設けられ、前記スライダの上板に前記溝部
に嵌まり込む縁部が設けられ、前記取付部にロック用部材の柱部を取り付け、前記スライ
ダをケーシングに差し込み、前記溝部に縁部が嵌め込まれると前記ロック用部材の取り外
しが禁止され、前記施錠機構が施錠状態となり、前記スライダの移動が禁止され、解除具
により施錠機構が解除されると、前記スライダの移動が可能となるように構成すればよい
。
【００１３】
　また、前記固定部は、柱部とこの柱部より大きい基部を有し、前記スライダの上板に前
記柱部と基部の間に係合する縁部が設けられ、前記ケーシングにロック用部材を取り付け
、前記スライダをケーシングに差し込み、前記柱部と基部の間に縁部が係合すると前記ロ
ック用部材の取り外しが禁止され、前記施錠機構が施錠状態となり、前記スライダの移動
が禁止され、解除具により施錠機構が解除されると、前記スライダの移動が可能となるよ
うに構成すればよい。
【００１４】
　また、前記取付部は、前記ケーシングに設けられる前記柱部が嵌まり込む凹みを有する
壁部からなり、前記ロック用部材の柱部は、商品包装体のシート状部に形成された孔に挿
入し、前記ケーシングの凹みに挿入され、商品包装体に盗難防止器具が取り付けられるよ
うに構成することができる。
【００１５】
　また、前記ケーシングに吊り下げ用の孔を有する突出片を設けることができる。また、
前記ロック用部材の先端部に摘み部が設ければよい。
【００１６】
　また、前記ロック用部材の先端部に、吊り下げ用の孔を有する突出片を設けてもよい。
【００１７】
　また、商品又は商品包装体に巻回されるバンドの両端に前記ロック用部材の柱部が挿入
される孔部が設けられ、この両端部の孔部にロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前
記ケーシングの凹みに挿入され、商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り付けられるよ
うに構成することができる。
【００１８】
　また、商品又は商品包装体に巻回されるバンドの一端に前記ロック用部材の柱部が挿入
される孔部が設けられ、他端に前記ロック用部材の柱部が取り付けられ、一端の孔部に他
端のロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケーシングの凹所に挿入され、商品又
は商品包装体に盗難防止器具が取り付けられるように構成することができる。
【００１９】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた固定
部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、前記固定部に前記バンド部の爪部と係合
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するロック爪と、前記固定部のロック爪と対向する位置に設けられた開口部と、前記固定
部に設けられ前記スライダの上板と当接する突出片とを有し、前記バンド部を商品に巻回
して固定部に挿入し、爪部とロック爪によりバンド部を固定するとともに、前記固定部の
開口部を前記ケーシング内に収容してロック状態とするように構成することができる。
【００２０】
　また、前記スライダは、第１、第２スライダ部に分割され、第２スライダ部に第１のロ
ック用部材の切り欠きが設けられ、第２のスライダに第２のロック用部材の切り欠きが設
けられ、ケーシングのスライダの差し込み側に位置するスライダ部とケーシングに施錠機
構が設けられているように構成することができる。
【００２１】
　また、この発明の盗難防止器具は、商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材
と、このロック用部材が挿入されるケーシングと、このケーシングに挿入される前記ロッ
ク用部材と係合する上板を有するスライダと、前記ケーシングに前記ロック用部材を挿入
し、前記スライダをケーシングに差し込み、前記前記ロック用部材とスライダの上板を当
接させた状態で、前記スライダが移動しないように施錠し、解除具により施錠を解除し、
前記スライダの移動を可能とする施錠機構と、からなることを特徴とする。
【００２２】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた基部
と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、前記ケーシングにバンド部が挿入さ
れる孔部と、孔部の縁に設けられたバンドの爪部と係合するロック爪が設けられ、前記孔
部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドをロック爪より離す方向
に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除され、前記スライダにケ
ーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バンド部がロック爪から
解除する方向への移動が禁止されるように構成することができる。
【００２３】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられ、バン
ド部が挿入される窓部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、前記ケーシン
グにバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁に設けられたバンドの爪部と係合するロック
爪が設けられ、前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドを
ロック爪より離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除さ
れ、前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バ
ンド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されるように構成することができる。
【００２４】
　また、前記ロック用部材は、帯部と固定部を有するバンド部からなり、前記帯部は、幅
の小さな基部とこの基部より両側に突出する突出部が交互に設けられ、前記固定部には、
帯部が挿入される開口部が設けられ、この開口部は、突出部が挿入される大きさと、前記
基部を嵌め込むことによりループ状態で固定される固定用孔が設けられ、前記ケーシング
には、バンド部が挿入される孔部が設けられ、前記スライダには、前記バンド部が嵌まり
込む矩形状の切り欠きが設けられ、この切り欠きは、基部は嵌まり込むが、突出部は嵌ま
り込まない大きさに形成され、切り欠きにバンド部の基部が嵌まり込むと、基部の上下の
突出部がスライダを挟み込むことになり、バンド部の移動が禁止されるように構成するこ
とができる。
【発明の効果】
【００２５】
　上記したように、この発明においては、客は、商品包装体などを引き千切るなど、商品
包装体など破壊すればともかく、盗難防止器具を人目に付かずに取り外すことができない
ので、不正に盗難防止器具を取付けたまま商品を店外に持ち出そうとした場合、盗難防止
器具に装着した盗難防止タグによって店舗の出入口に設置した検知ゲートにより、警報音
等が鳴る。
　したがって、この発明の盗難防止器具を商品包装体又は商品に装着しておけば、万引き
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を有効に防止することができる。また、バンドを用いて盗難防止器具を取り付けることも
でき、種々の商品包装体や商品に盗難防止器具を取り付けることができる。
　また、レジで取り外した盗難防止器具は、再利用できるので、盗難防止タグが無駄にな
らず、コストを削減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す底面図である。
【図４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す正面図である。
【図５】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す右側面図である。
【図６】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す左側面図である。
【図７】図２のＡ－Ａ線断面図である。
【図８】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の斜
視図である。
【図９】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の底
面図である。
【図１０】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
断面図である。
【図１１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図１２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図１３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のケーシングを示す平面図であ
る。
【図１４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを示す平面図である
。
【図１５】図１３のＢ－Ｂ線断面図である。
【図１６】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の係止部の拡大断面図である。
【図１７】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の係止部と係合部の拡大断面図
である。
【図１８】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図１９】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す斜視図である。
【図２０】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す断面図である。
【図２１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図２２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図２３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図２４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す断面図である。
【図２５】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図２６】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す断面図である。
【図２７】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図２８】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図２９】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す斜視図である。
【図３０】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着



(8) JP 2015-201154 A 2015.11.12

10

20

30

40

50

する状態を示す斜視図である。
【図３１】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図３２】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図３３】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図３４】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す正面図である。
【図３５】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す側面図である。
【図３６】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す底面図である。
【図３７】図３３のＡ－Ａ線断面図である。
【図３８】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
斜視図である。
【図３９】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図４０】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す断面図である。
【図４１】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図４２】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図４３】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図４４】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す断面図である。
【図４５】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を不正な磁石で解除しようとす
る状態を示す断面図である。
【図４６】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図４７】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付けた状態を示す斜視図である。
【図４８】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図４９】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付けた状態を示す斜視図である。
【図５０】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図５１】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図５２】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態を
示す斜視図である。
【図５３】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック状態の斜視図である。
【図５４】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す斜視図である。
【図５５】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す斜視図である。
【図５６】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す正面図である。
【図５７】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の解除装置を示す斜視図である
。
【図５８】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図５９】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図６０】図５９のＡ－Ａ線断面図である。
【図６１】図５９のＢ－Ｂ線断面図である。
【図６２】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図６３】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図６４】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
斜視図である。
【図６５】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
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断面図である。
【図６６】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６７】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６８】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６９】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す断面図である。
【図７０】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠の解除を第１
、第２スライダ部を取り除いた状態で示す斜視図である。
【図７１】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠の解除を第１
、第２スライダ部を取り除いた状態で示す平面図である。
【図７２】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を示す斜視
図である。
【図７３】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
でロックを解除する状態を示す斜視図である。
【図７４】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を示す断面
図である
【図７５】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
で施錠を解除する状態を示す斜視図である。
【図７６】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
で施錠を解除する状態を示す斜視図である。
【図７７】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具において、
結束ベルトの方向を変えた状態を示す斜視図である。
【図７８】この発明の第６の実施形態に係る解除装置を上面から見た斜視図である。
【図７９】この発明の第６の実施形態に係る解除装置を上面から見た斜視図である。
【図８０】この発明の第６の実施形態に用いられるバンドを示す斜視図である。
【図８１】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のスライダを背面から見た斜視
図である。
【図８２】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のスライダを上面から見た斜視
図である。
【図８３】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のケーシングを背面から見た斜
視図である。
【図８４】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のケーシングを上面から見た斜
視図である。
【図８５】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す上面図である。
【図８６】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す斜視図である。
【図８７】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す断面図である。
【図８８】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を上面から見た斜視図である。
【図８９】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を背面から見た斜視図である。
【図９０】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除する
状態を示す斜視図である。
【図９１】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除する
状態を示す上面図である。
【図９２】図９１のＡ－Ａ線断面図である。
【図９３】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いてスライダ
とケーシングを移動させた状態を示す斜視図である。
【図９４】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いてスライダ
ケーシングを移動させた状態を示す断面図である。
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【図９５】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置の解除の状態を説明する断面図
である。
【図９６】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を示
す斜視図である。
【図９７】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置にロック用部材を取り付ける状
態を示す斜視図である。
【図９８】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置にロック用部材を取り付けた状
態を示す斜視図である。
【図９９】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置に用いられるロック用部材を示
す側面図である。
【図１００】（ａ）、（ｂ）は、この発明の第７の実施形態に用いられるバンドを示す斜
視図である。
【図１０１】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１０２】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を示す上面図である。
【図１０３】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０４】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す上面図である。
【図１０５】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０６】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０７】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１０８】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す上面図である。
【図１０９】図１０８のＡ－Ａ線断面図である。
【図１１０】この発明の第７の実施形態に用いられるバンドを示す斜視図である。
【図１１１】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１１２】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１１３】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１１４】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１１５】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１１６】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　以下、この発明を実施するための形態を添付図面に基づいて説明する。
　この発明に係る盗難防止器具は、図２０、図２９に示すように、吊り下げ用商品包装体
への装着、図４７、図４９に示すように、ボトルへの装着等種々の商品形態に装着して使
用される。
【００２８】
　この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を図２１～図２４に従い説明する。
【００２９】
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　図１８、図１９に示すように、商品包装体６は台紙等の保形シート６０の正面側に収納
室６１を設けたブリスターパックが例示されており、前記収納室６１に商品６３を収納し
、保形シート６０のヘッダー部６４に設けた取り付け孔６２に陳列ロッド６６（図２２参
照）を挿入することにより、吊り下げられて陳列されるように構成されている。尚、図示
はしていないが、通常、前記保形シート６０の背面側には、商品の機能や使用方法等の商
品情報が印刷等により施されている。
【００３０】
　この盗難防止装置は、盗難防止器具１０と解除装置７とからなり、盗難防止器具１０は
、商品包装体６の取り付け孔６２に取り付けられる。解除装置７はレジカウンター等の店
舗内で店員等の責任者の管理下に置かれ、後述するように、盗難防止器具１０を解除装置
７の所定の場所に置くことで、盗難防止器具１０のロックが解除される。
【００３１】
　図１～図６に示すように、盗難防止器具１０は、商品包装体６に取り付けられるロック
用部材３と、ケーシング１と、ケーシング１に挿入されるスライダ２を有する。ケーシン
グ１には、陳列ロッドが挿入される吊り下げ用の孔１２を設けた突出片１１が設けられて
いる。盗難防止器具１０は、樹脂成型により矩形状に形成され、ケーシング１の上部から
ロック用部材３が立設する。
【００３２】
　ロック用部材３の先端部には摘み部３２が設けられている。ロック用部材３の固定部を
ケーシング１に嵌め込み、スライダ２でロック用部材３をロックした状態では、ケーシン
グ１、スライダ２の上面とロック用部材３の摘み部３２との下面との間には、商品包装体
６のヘッダー部６４の厚み以上の隙間が形成されるように構成されている。
【００３３】
　また、摘み部３２は、商品包装体６の取り付け孔６２より大きな形状に形成され、取り
付け孔６２にロック用部材３を挿入し、ケーシング１に嵌め込み、スライダ２でロック用
部材３をロック状態とすると、商品包装体６から盗難防止器具１０が取り外されないよう
に構成されている。図５及び図６に示すように、摘み部３２は、スライダ２のロックが解
除された状態で、ケーシング１から取り外しのために店員の指が掛かりやすいように、上
部に少し湾曲した形状に形成されている。
【００３４】
　図７～図１１に示すように、ロック用部材３の固定部は、円柱状の柱部３０とこの柱部
３０の円周に沿って設けられた溝部３１を有する。柱部３０は、ケーシング１に設けられ
た取付部としての上部から見てＵの字状の壁部１４の凹みに挿入され、取り付けられる。
この円柱状の柱部３０は、摘み部３２から下方に連接されている。
【００３５】
　図７～図１２及び図１４に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、ロッ
ク用部材３の柱部３０に当接するＵ字状の切り欠き部２４が設けられ、この切り欠き部２
４の下方部に溝部３１と係合する縁部としての鍔部２３が設けられている。スライダ２は
、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段部２１に脚部２５
が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６と上縁部１３の間
に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２の端部２６は、ケ
ーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１に完全に嵌め込むと
、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋をされたような状態
となる。
【００３６】
　スライダ２の上板２７のケーシング１側には、防犯タグ４の貼付部２７ａが設けられ、
この貼付部２７ａに防犯タグ４が貼り付けられる。ケーシング１にスライダ２を差し込み
、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯タグ４は、ケーシング１内に収容され
た状態となり、外部から剥離することができなくなる。
【００３７】
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　尚、この実施形態では、防犯タグ４をスライダ２に取り付けているが、防犯タグ４を取
り付けずに、盗難防止器具１０を用いることもできる。この場合、店舗の出入口に設置し
た検知ゲートにより、警報音等が鳴らすことはできないが、盗難を行う者には、防犯タグ
４の有無は分からず、盗難防止器具１０が商品包装体６に取り付けられた状態では、その
まま商品包装体６を店舗外に持ち出すことに不正感や警報が鳴るかもしれないという危機
感を抱かせることにより、盗難を抑制することができる。従って、全ての盗難防止器具１
０に防犯タグ４を取り付けず、必要最小限の数だけ防犯タグ４を取り付けて店舗に商品を
展示しても盗難防止の効果が得られ、コストを削減することが可能となる。
【００３８】
　スライダ２の脚部２５に沿って、スライダ２の略中央部までケーシング１に取り付けた
係止部５と係合する一対の係合部２２が設けられている。この実施形態では、係止部５と
係合部２２で施錠機構を構成している。また、この実施形態では、ケーシング１に係止部
５を設け、スライダ２に係合部２２を設けているが、これとは逆に、ケーシング１に係合
部、スライダ２に係止部を設けるように構成してもよい。
【００３９】
　この係合部２２は、鋸歯状に形成され、後述するように、係止部５に対してスライダ２
をケーシング１に対して差し込む方向には移動可能で、取り外す方向には、解除装置７を
用いない限りロック状態になるように構成されている。
【００４０】
　ケーシング１の壁部１４の凹みにロック用部材３の柱部３０を挿入し、スライダ２をケ
ーシング１に差し込み、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動させ
ると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用部材３
の取り外しが禁止され、ロック状態となる。ロック用部材３を抜くためには、解除装置７
により、係合部２２と係止部５との係合を解除して、スライダ２を移動させ、ロック用部
材３の溝部３１とスライダ２の鍔部２３との嵌合を解除する。
【００４１】
　図１２、図１３及び図１５に示すように、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端
部側に内部に凹みを有する壁部１４が設けられ、他方の端部及び上部は開放され、スライ
ダ２の差し込み口を構成している。一方の端部側には、陳列ロッド６６が挿入される吊り
下げ用の孔１２を設けた突出片１１が設けられている。他方の端部側には、スライダ２の
係合部２２と係合する係止部５が設けられている。この係止部５は、一対の係合部２２に
対応して、爪部５１を有する腕部５０が一対設けられている。爪部５１は、一端部側から
他端部側に向かってテーパー状の三角爪に形成され、スライダ２をケーシング１に対して
挿入する方向には移動可能で、取り外す方向には係合部２２に食い込む方向に力が加わり
移動を禁止する。
【００４２】
　図１６に示すように、腕部５０の先端部には、柱部５２が設けられ、この柱部５２の下
端には金属製の円板５２ａが設けられている。腕部５０の根元部は薄肉状にしたヒンジ部
５０ａが形成され、腕部５０が下方に移動可能に構成されている。
【００４３】
　また、ケーシング１の底面１６の前記円板５２ａと対向する位置に凹所１５が設けられ
ている。図１７に示すように、係止部５に対してスライダ２をケーシング１に対して挿入
する方向には、鋸歯状の係合部２２は、爪部５１を乗り越え、腕部５０を撓ませ、円板５
２ａが凹所１５内に入り込み、スライダ２が移動する。
【００４４】
　また、係合部２２と係止部５との係合を解除してロックを解除する場合には、解除装置
７に設けられた磁石により、円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所
１５内に移動させ、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除し、スライダ２の移
動を可能とする。
【００４５】
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　次に，この実施形態の盗難防止器具１０の商品包装体６への取り付けにつき、図１９及
び図２０を参照して説明する。
【００４６】
　図１９及び図２０（ａ）に示すように、ケーシング１にスライダ２を装着し、ケーシン
グ１の壁部１４が見える状態し、壁部１４の凹みと商品包装体６の取り付け孔６２の位置
を合わせ、商品包装体６のヘッダー部６４の裏面側にケーシング１とスライダ２を配置す
る。そして、図２０（ｂ）に示すように、ロック用部材３の柱部３０を取り付け孔６２に
通し、ケーシング１の壁部１４内の凹みに嵌め込んで取り付ける。
【００４７】
　図２０（ｃ）に示すように、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移
動させると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用
部材３の取り外しが禁止され、ロック状態となる。スライダ２とケーシング１は、係合部
２２と係止部５による施錠機構により、施錠される。そして、解除装置７により、係合部
２２と係止部５との係合を解除しない限り、ケーシング１からスライダ２を外す方向には
移動が禁止されている。
【００４８】
　このようにして、図１８に示すように、商品包装体６の取り付け孔６２を介してこの実
施形態の盗難防止器具１０が装着される。商品包装体６の取り付け孔６２には、ロック用
部材３が装着されているので、図２１に示すように、陳列ロッド６６には、ケーシング１
に設けられた吊り下げ用の孔１２を用いる。
【００４９】
　次に，この実施形態に用いられる解除装置７について、図２２～図２４を参照して説明
する。この実施形態は、解除装置７内に強力な磁石７１を設け、この磁石７１の磁力によ
り、円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所１５内に移動させ、係合
部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除し、施錠機構の施錠を解除するものである。
【００５０】
　解除装置７は、図２２に示すように、上面７３の一辺に位置決め用の側壁部７２が上面
７３から立ち上がるように設けられている。また、この壁部に７２に直交するように位置
決め用段部７５が設けられている。この側壁部７２と段部７５に盗難防止器具１０を沿わ
せて位置決めすることにより、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除する。上
面７３には、下に磁石７１が設けられた位置を示す金属プレート７４が取り付けられてい
る。
【００５１】
　図２４に示すように、側壁部７２、段部７５を基準として、側壁部７２と段部７５に盗
難防止器具１０を沿わせるように配置すると、２個の磁石７１、７１が係止部５の円板５
２ａの下に位置する箇所に配置されるように、２個の磁石７１が解除装置７に取り付けら
れている。
【００５２】
　図２４に示すように、側壁部７２、段部７５に沿わして盗難防止器具１０を金属プレー
ト７４のところに係止部５が位置するように配置すると、磁石７１、７１の磁力により、
円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所１５内に移動させる。この結
果、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合が解除される。
【００５３】
　レジカウンターなどにこの解除装置７を配置し、商品包装体６に装着された盗難防止器
具１０を側壁部７２、段部７５に沿わして位置決めし、係合部２２と係止部５の爪部５１
との係合を解除し、図２３の矢印方向にスライダ２を移動させ、ロック用部材３の溝部３
１とスライダ２の鍔部２３との嵌合を解除し、ロック用部材３を抜き取ることにより、商
品包装体６から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【００５４】
　上記した実施形態においては、係合部２２と係止部５との係合の解除を磁石７１により
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行っているが、この磁石７１を用いた解除以外の解除方法を用いても良い。例えば、ケー
シング１に挿入孔を設け、その挿入孔に押さえプレートを差し込み、腕部５０を下方向に
押し下げるなどの解除方法を採用することも可能である。
【００５５】
　上記した実施形態においては、ケーシング１に内部に凹みを有する壁部１４を設け、こ
の壁部１４内にロック用部材３の柱部３０を差し込んでいるが、ケーシング１に突起を設
け、柱部３０に突起が嵌まり込む孔を設け、ケーシング１にロック用部材３を取り付ける
ように構成してもよい。
【００５６】
　次に、この発明の第２の実施形態につき説明する。
　図２１に示すような商品包装体６であれば、第１の実施形態の盗難防止器具１０のロッ
ク用部材３を取り付け孔６２に差し込んで取り付けることができる。しかし、取り付け孔
６２がロック用部材３の柱部３０より深い或いは、商品包装体６のヘッダー部６４が図２
９に示すように、商品収納室６１の中央部から出ている場合には、盗難防止器具１０のロ
ック用部材３の溝部３１がケーシング１の差し込まれたスライダ２の鍔部２３に嵌め込ま
れなくなる場合がある。このような場合には、図２５～図３１に示すように、バンド８の
両端にロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８１、８１を設けたものを用いる。即
ち、この両端部の孔部８１、８１にロック用部材３の柱部３０を挿入し、柱部３０をケー
シング１の壁部１４内の凹みに挿入し、ケーシング１にスライダ２を差し込み、スライダ
２の鍔部２３をロック用部材３の溝部３１に嵌め込み、ロック状態にする。
【００５７】
　図３１に示すように、商品包装体６には、バンド８を介して盗難防止器具１０が取り付
けられる。このように、バンド８を用いることで、商品包装体６の取り付け孔６２の位置
や深さに左右されずに、盗難防止器具１０を装着することができる。
【００５８】
　次に、このバンド８を用いた盗難防止器具１０の取り付けについて説明する。図２９～
図３１に示すように、商品包装体６の孔６２にバンド８の帯部８０を通す。そして、バン
ド８の両端の孔部８１を合わせ、この孔部８１にロック用部材３の柱部３０を挿入し、ケ
ーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入する。ケーシング１、スライダ２
の上面とロック用部材３の摘み部３２との下面との間には、バンド８を重ね合わせた厚さ
以上の間隙を有するように構成されている（図２６参照）。
【００５９】
　ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入した後、ケーシング１に挿入
したスライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動させると、ロック用部材
３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用部材３の取り外しが禁止さ
れ、ロック状態となる。このようにして、商品包装体６に盗難防止器具１０が取り付けら
れる。ロック用部材３を抜くためには、解除装置７により、係合部２２と係止部５との係
合を解除して、スライダ２を移動させ、ロック用部材３の溝部３１とスライダ２の鍔部２
３との嵌合を解除し、ロック用部材３を取り外し、バンド８を商品包装体６の孔６２から
抜き去る。
【００６０】
　長さが異なるバンド８を用意することで、種々の厚さの商品包装体６や商品包装体に限
らず、ボトルやハンマーなど種々の商品にバンド８を用いて、盗難防止器具１０を取り付
けることができる。
【００６１】
　次に、この発明の第３の実施形態につき、図３２～図４５を参照して説明する。この第
３の実施形態は、ロック用部材３ａは、先端部に、吊り下げ用の孔３５を有する突出片を
設け、ケーシング１には吊り下げ用の孔は設けていない。商品包装体６の取り付け孔６２
に、ロック用部材３ａの柱部３０を挿入し、ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用
部材３を挿入する。スライダ２をケーシング１に挿入し、スライダ２をロック用部材３ａ
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の柱部３０に当接するまで移動させると、ロック用部材３ａの溝部３１にスライダ２の鍔
部２３が嵌合し、ロック用部材３ａの取り外しが禁止される。このようにして、商品包装
体６に盗難防止器具１０が取り付けられる。そして、ロック用部材３ａに設けた孔３５を
用いて陳列ロッド６６に装着される。
【００６２】
　また、この第３の実施形態は、図４５に示すように、ケーシング１の裏面に不正な磁石
７００を用いて、係止部５と係合部２２との係合を解除することを防止するために、ケー
シング１の端部と係止部５の円板５２ａと円板５２ａとの間に位置する箇所にリブ１８、
１９を設けている。
【００６３】
　リブを設けていない第１、第２の実施形態の盗難防止器具１０では、強力な磁石をケー
シング１の裏面に接触させると、円板５２ａ、５２ａが磁石により吸着され、係止部５と
係合部２２との係合が解除される虞がある。
【００６４】
　これに対して、リブ１８、リブ１９を設けることで、図４５に示すように、リブ１８と
リブ１９の上に磁石７００を載せた状態では、円板５２ａ、５２ａの吸着が防止され、ロ
ックが解除できない。また、どちらかのリブをよけて磁石７００をケーシング１の裏に接
触させると、磁石７００が接触した箇所の円板５２ａは吸着されるが、他の円板５２ａは
吸着することができない。従って、一方の係合部２２と係止部５の爪部５１は係合状態が
維持され、ロックを解除することはできない。
【００６５】
　このように、この第３の実施形態では、万引きを行おうとするものが磁石を用いてもロ
ックを解除することができず、より防犯効果に優れた盗難防止器具を提供することができ
る。
【００６６】
　ところで、この第３の実施形態においては、リブ１８、１９が設けられているので、解
除装置７もこのリブ１８、１９に対応したものを用意する。
【００６７】
　図４２に示すように、上面にリブ１８，１９が挿入される溝７６、７６が設けられ、こ
の溝７６、７６にリブ１８、１９を挿入して、ケーシング１の裏面を磁石７１、７１に近
づけ、ロックを解除するように構成している。
【００６８】
　次に、この発明の他の使用例につき説明する。第３の実施形態のケーシング１と、第１
の実施形態のロック用部材３と、バンド８を用いて種々の商品に盗難防止器具１０を取り
付ける場合につき説明する。
【００６９】
　図４６、図４７は、酒瓶などボトル６５のように、キャップ６５ｃに溝６５ａを有する
ものにこの発明の実施形態の盗難防止器具１０を取り付けたものである。
【００７０】
　図４６に示すように、バンド８の帯部８０には、キャップ６５ｃの溝６５ａに対応する
突起８３が設けられている。キャップ６５ｃの溝６５ａにバンド８の突起８３を嵌め込み
、バンド８の孔部８１と孔部８１とを合わせ、この孔部８１にロック用部材３の柱部３０
を挿入し、ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入する。スライダ２を
ケーシング１に挿入し、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動させ
ると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌め込まれ、ロック用部材３
の取り外しが禁止され、ボトル６５のキャップ６５ｃに盗難防止器具１０が取り付けられ
る。
【００７１】
　図４８、図４９に示す例では、商品又は商品包装体に巻回されるバンド８の一端に前記
ロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８１が設けられ、他端に前記ロック用部材３
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の柱部３０が一体に取り付けられている。ボトル６５のキャップ６５ｃの下のネック部６
５ｂにバンド８を巻回し、バンド８に一体に設けられた柱部をバンド８の一端に設けた孔
部８１に挿入して、ボトル６５のネック部６５ｂにバンド８を取り付けた後、柱部３０を
ケーシング１の壁部１４内の凹みに挿入し、スライダ２を移動させてロックし、ボトル６
５に盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００７２】
　図５０に示す例では、バンド８の一端にロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８
１が複数個設けられ、巻回する商品の大きさに合わせて孔部８１を選び、選んだ孔部８１
に、ロック用部材３の柱部３０を挿入し、柱部３０をケーシング１の壁部１４内の凹みに
挿入し、スライダ２を移動させてロックし、盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００７３】
　次に、この発明の第４の実施形態につき、図５１～図５６を参照して説明する。この第
４の実施形態は、商品又は商品包装体に巻回されるバンドとして結束バンド８ａを用いる
。そして、この結束バンド８ａがロック用部材として用いられる。この結束バンド８ａの
固定部８５がケーシング１内に収納され、固定部８５を盗難防止器具１０のケーシング１
とスライダ２との間に配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１
０を取り付けるものである。
【００７４】
　結束バンド８ａは、図５５及び図５６に示すように、帯状のバンド部８４と、バンド部
８４の基端に設けられた固定部８５を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部８４
ｃが設けられ、固定部８５には、バンド部８４の爪部８４ｃと係合するロック爪８５ｂが
設けられている。
【００７５】
　この固定部８５には、ロック爪８５ｂと対向する箇所に開口部８５ａが設けられ、固定
部８５に挿入されたバンド部８４をこの開口部８５ａから抜くことで、固定部８５からバ
ンド部８４を外すことが可能に構成されている。図５４に示すように、商品、例えば、ボ
トル６５のネックにバンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａを固定部８５に挿
入し、ボトル６５を締め付けて、爪部８４ｃとロック爪８５ｂとを係合させてボトル６５
に結束バンド８ａを取り付ける。
【００７６】
　固定部８５の開口部８５ａが外部に露出している状態、即ち、レジカウンターで店員が
盗難防止器具１０を取り外す状態では、開口部８５ａにバンド部８４の側面を通すように
、バンド部８４をねじりながら開口部８５ａに移動させると、バンド部８４が固定部８５
から外れ、結束バンド８ａを取り外すことができる。
【００７７】
　固定部８５には、両側に突出片８６が設けられ、この突出片８６の上端をスライダ２の
上板２７の下部で保持し、固定部８５の開口部８５ａがケーシング１内に収容される。図
５１に示すように、スライダ２には、固定部８５が嵌め込まれる切り欠き２４ａが設けら
れている。スライダ２をケーシング１に差し込み、そして、ケーシング１に挿入したスラ
イダ２を結束バンド８ａの固定部８５に当接するまで移動させ、固定部８５をケーシング
１の端部とスライダ２の切り欠き２４ａで挟み込むと、固定部８５の突出片８６がスライ
ダ２の上板２７の端部で押さえ込まれ、固定部８５がスライダ２からの取り外しが禁止さ
れ、結束バンド８ａがロック状態となる。
【００７８】
　この第４の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき、図５１～図５３を
参照して説明する。
【００７９】
　図５１、図５２及び図５４に示すように、ボトル６５のネック部に結束バンド８ａのバ
ンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａを固定部８５に挿入し、ボトル６５を締
め付けて結束バンド８ａをボトル６５に固定する。そして、ケーシング１にスライダ２を
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装着し、ケーシング１の壁部１４内の凹みの上に、結束バンド８ａの固定部８５を載せる
。そして、図５３に示すように、スライダ２を結束バンド８ａの固定部８５に当接するま
で移動させ、固定部８５をケーシング１の端部とスライダ２の切り欠き２４ａで挟み込む
と、固定部８５の突出片８６がスライダ２の上板２７の端部で押さえ込まれ、固定部８５
がスライダ２からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態となる。このよう
にして、ボトル６５に盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００８０】
　固定部８５を抜くためには、解除装置７により、係合部２２と係止部５との係合を解除
して、スライダ２を移動させ、固定部８５の突出片８６とスライダ２の上板２７とを離間
させ、結束バンド８ａを盗難防止器具１０から取り外し、露出した固定部８５の開口部８
５ａからバンド部８４を抜き去り、結束バンド８ａをボトル６５から取り外せばよい。
【００８１】
　次に、この発明の第５の実施形態につき、図５７～図７７を参照して説明する。
　この第５の実施形態は、スライダ２が、第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０
に分割され、第１スライダ部２１０に第１のロック用部材の切り欠き２１１が設けられ、
第２スライダ部２２０に第２のロック用部材の切り欠き２２１が設けられ、ケーシング１
のスライダの差し込み側に位置する第２スライダ部２２０とケーシング１に施錠機構を設
けている。
【００８２】
　この第５の実施形態では、第１スライダ部２１０には、ロック用部材３又はロック用部
材３ａが取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の取り付け孔６２に
取り付けるときなどに用いる。第２スライダ部２２０には、結束バンド８ａの固定部８５
が取り付けられ、盗難防止器具１０をボトルなどに取り付けるときなどに用いる。
【００８３】
　この第５の実施形態は、ケーシング１に挿入口１１０を設け、その挿入口１１０に、解
除装置７の押さえプレート７２０を差し込み、施錠機構を解除するように構成したもので
ある。施錠機構及び解除については、後述する。
【００８４】
　図６２～図６３に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、第１スライダ
部２１０、第２スライダ部２２０に分割され、第１スライダ部２１０は、Ｕ字状の切り欠
き２１１が設けられ、この切り欠き２１１の縁部がロック用部材３ａの柱部３０の溝部３
１と係合する。第１スライダ部２１０の先端がケーシング１の端部に当接した位置でロッ
ク用部材３ａが第１スライダ部２１０からの取り外しが禁止される。
【００８５】
　第２スライダ部２２０には、結束バンド８ａの固定部８５が嵌まり込む矩形状の切り欠
き２２１が設けられ、固定部８５を第１スライダ部２１０の端部と第２スライダ部２２０
の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部８５の突出片８６が第２スライダ部２２０の上板
２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部８５がスライダ２からの取り外しが禁止される。
【００８６】
　第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０には、それぞれケーシング１の上縁部１
３の下面と当接する段部２１が設けられ、段部２１に脚部２５が設けられている。この脚
部２５と段部２１がケーシング１の底面１６と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング
１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０が差し込まれる。第２スライダ部２２
０の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、第２スライダ部２２０を
ケーシング１に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差
し込み口が蓋をされたような状態となる。
【００８７】
　第２スライダ部２２０の上板２２１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられ
た係合部としての係合突起１１５と係合する係止部としての係止爪２５０が設けられてい
る。また、脚部２５の係止爪２５０と臨む位置には窓部２５１が設けられている。第２ス
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ライダ部２２０をケーシング１から取り外すときに、この窓部２５１からピンなどにより
係止爪２５０を上板２２１ａに移動させ、ケーシング１に設けられた脱落防止突起１１７
から係止爪２５０を離間させる。
【００８８】
　この第５の実施形態の盗難防止器具１０は、第１スライダ部２１０に、ロック用部材３
ａが取り付けられ、ケーシング１の上部からロック用部材３ａが立設する。
【００８９】
　ケーシング１に第１スライダ部２１０を差し込み、ロック用部材３ａの固定部となる柱
部３０の溝部３１を第１スライダ部２１０の切り欠き２１１の縁部に嵌め込み、ケーシン
グ１の端部まで第１スライダ部２１０を移動させ、ロック用部材３ａをケーシング１に嵌
め込む。そして、第２スライダ部２２０を施錠位置まで移動させ、施錠状態にする。第１
スライダ部２１０、第２スライダ部２２０からなるスライダ２でロック用部材３ａをロッ
クした状態では、ケーシング１、第１スライダ部２１０の上面とロック用部材３ａの摘み
部との下面との間には、商品包装体のヘッダー部の厚み以上の隙間が形成されるように構
成されている。
【００９０】
　ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁面が形成され、その壁面に施錠機
構を解除するための解除装置の押さえプレートが差し込まれる挿入口１１０を設けられ、
他方の端部及び上部は開放され、第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０からなる
スライダ２の差し込み口を構成している。
【００９１】
　ケーシング１の底面には、第２スライダ部２２０に設けられた係止部となる係止爪２５
０と係合し、施錠機構を施錠状態とする係合部としての係合突起１１５が設けられている
。この係合突起１１５は、ケーシング１に第２スライダ部２２０を差し込む方向から一端
部側に向かって高さが高くなるテーパー状に形成され、第２スライダ部２２０が差し込ま
れる方向に移動する際には、係止爪２５０が上方に移動し、係合突起１１５を乗り越え、
施錠位置に移動する。施錠位置から第２スライダ部２２０を取り外す方向には、係合突起
１１５に係止爪２５０が食いこむ方向に力が加わり、第２スライダ部２２０の移動を禁止
する。
【００９２】
　ケーシング１の係合突起１１５の挿入口１１０側には、挿入口１１０から解除装置７以
外のプレートやピンが挿入された際に係止爪２５０への当接を阻害するためのテーパー状
の防護突起１８０が設けられている。この防護突起１８０と係合突起１１５の間に係止爪
２５０が位置すると施錠状態となる。
【００９３】
　また、ケーシング１の差し込み口近傍には、テーパー状の脱落防止突起１１７が設けら
れ、第２スライダ部２２０を差し込み口方向に移動させると、図６５に示すように、係止
爪２５０が脱落防止突起１１７に当接し、第２スライダ部２２０の脱落を防止する。
【００９４】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際に、解除装置７を用いて、第２ス
ライダ部２２０を移動させ、施錠を解除する際には、第２スライダ部２２０を、脱落防止
突起１１７の位置まで移動させてからロック用部材３ａの取り外しを行う。このように構
成することで、ケーシング１とスライダ２を構成する第１スライダ部２１０及び第２スラ
イダ部２２０は一体として取り外すことができ、各部材が紛失するなどの虞がない。
【００９５】
　また、第２スライダ部２２０を取り外す必要がある場合には、窓部２５１からピンなど
を用いて係止爪２５０を上板２２１ａに移動させ、ケーシング１に設けられた脱落防止突
起１１７から係止爪２５０を離間させる。この状態で、第２スライダ部２２０をケーシン
グ１から取り外すことができる。第２スライダ部２２０を取り外すと、第１スライダ部２
１０もケーシング１から取り外すことができる。
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【００９６】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグ４が貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ
部２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防
犯タグ４は、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなく
なる。
【００９７】
　ケーシング１の側面には、後述する解除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１
０１が設けられている。
【００９８】
　次に、この第５の実施形態の解除装置７につき説明する。図５７に示すように、解除装
置７は、取手部７１０に盗難防止器具１０を固定する固定部７１１が連接されている。固
定部７１１には、押さえプレート７２０が設けられている。この押さえプレート７２０は
、取手部７１０に取り付けピン７２４により固定されている。押さえプレート７２０の先
端は、防護突起１８０を収容する切り込み７２２とその切り込み７２２を挟んで一対の押
さえピン７２１が設けられている。
【００９９】
　取手部７１０から固定部７１１側に一対の腕部７３０が設けられ、この腕部７３０の先
端にケーシング１の突起１０１と係合する抜け止め突起７３１が設けられている。また、
固定部７１１の先端には、切り込み７１２が設けられ、この切り込み７１２から指が第２
スライダ部２２０の端部に掛かるように構成されている。
【０１００】
　図６６に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿入口１１０
に、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取
り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がケーシ
ング１内に入り込むとともに、腕部７３０が湾曲して、抜け止め突起７３１が突起１０１
を乗り越え、図６７、図６８に示す施錠解除状態となる。
【０１０１】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、ケーシング１に設けられた防護突起１８０が、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起１８０の後ろに位置する
係止爪２５０に当接し、係止爪２５０を上方向に移動させつつ、押さえプレート７２０が
進み、施錠解除位置に達する。
【０１０２】
　図６９に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起１
１５と係止爪２５０の係合が解除され、第２スライダ部２２０は、ケーシング１から離れ
る方向に移動する。このとき、指などで、第２スライダ部２２０を挟むことで、第２スラ
イダ部２２０は簡単に移動する。
【０１０３】
　また、ケーシング１は、腕部７３０の突起７３１に突起１０１が係合しているので、ケ
ーシング１の移動は防止され、容易に第２スライダ部２２０を移動させることができる。
その後、第１スライダ部２１０をケーシング１から外す方向に移動させると、図６４に示
すように、ロック用部材３ａの柱部３０の溝部３１を切り欠き２１１から取り外すことが
できる。そして、ロック用部材３ａを抜き取ることにより、商品包装体から盗難防止器具
１０を取り外すことができる。
【０１０４】
　解除装置７から盗難防止器具１０を外すときには、腕部７３０から指を外し、そのまま
解除装置７から後に移動させると、腕部７３０が湾曲し、抜け留め突起７３１と突起１０
１の係合が解除され、盗難防止器具１０を解除装置７から取り外すことができる。
【０１０５】
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　次に、第５の実施形態の盗難防止器具１０に、結束バンド８ａを用いた例につき説明す
る。この結束バンド８ａがロック用部材として用いられる。この結束バンド８ａの固定部
８５がケーシング１内に収納され、固定部８５を盗難防止器具１０のケーシング１とスラ
イダ２との間に配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１０を取
り付けるものである。
【０１０６】
　この第５の実施形態においても、第４の実施形態と同様に、結束バンド８ａは、図５５
及び図５６に示すように、帯状のバンド部８４と、バンド部８４の基端に設けられた固定
部８５を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部が設けられ、固定部８５には、バ
ンド部８４の爪部と係合するロック爪８５ｂが設けられている。尚、図７２～図７４にお
いては、爪部の図示は、省略しているが、図５６に示すものと同様の結束バンド８ａを用
いている。
【０１０７】
　この固定部８５には、ロック爪８５ｂと対向する箇所に開口部８５ａが設けられ、固定
部８５に挿入されたバンド部８４をこの開口部８５ａから抜くことで、固定部８５からバ
ンド部８４を外すことが可能に構成されている。図５４に示すように、商品、例えば、ボ
トル６５のネックにバンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａを固定部８５に挿
入し、ボトル６５を締め付けて、爪部８４ｃとロック爪８５ｂとを係合させてボトル６５
に結束バンド８ａを取り付ける。
【０１０８】
　固定部８５の開口部８５ａが外部に露出している状態、即ち、レジカウンターで店員が
盗難防止器具１０を取り外す状態では、開口部８５ａにバンド部８４の側面を通すように
、バンド部８４をねじりながら開口部８５ａに移動させると、バンド部８４が固定部８５
から外れ、結束バンド８ａを取り外すことができる。
【０１０９】
　固定部８５には、両側に突出片８６が設けられ、この突出片８６の上端を第２スライダ
部２２０の上板２２１ａの下部で保持し、固定部８５の開口部８５ａがケーシング１内に
収容される。図６２に示すように、第２スライダ部２２０には、固定部８５が嵌め込まれ
る切り欠き２２１が設けられている。まず、第１スライダ部２１０をケーシング１に差し
込み、第２スライダ部２２０と第１スライダ部２１０との間を開けた状態にする。そして
、第２スライダ部２２０の切り欠き２２１を結束バンド８ａの固定部８５に嵌め込み、第
１スライダ部２１０に第２スライダ部２２０が当接するまで移動させ、固定部８５を第１
スライダ部２１０の端部と第２スライダ部２２０の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部
８５の突出片８６が第２スライダ部２２０の上板２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部
８５が第２スライダ部２２０からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態と
なる。
【０１１０】
　この第５の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。第４の実
施形態と同様に、ボトルのネック部に結束バンド８ａのバンド部８４を巻回し、バンド部
８４の先端８４ａを固定部８５に挿入し、ボトル６５を締め付けて結束バンド８ａをボト
ルに固定する。
【０１１１】
　そして、第１スライダ部２１０をケーシング１に差し込み、第２スライダ部２２０と第
１スライダ部２１０との間を開けた状態にする。そして、第２スライダ部２２０の切り欠
き２２１にボトルを取り付けた結束バンド８ａの固定部８５に嵌め込み、第１スライダ部
２１０に第２スライダ部２２０が当接するまで移動させ、固定部８５を第１スライダ部２
１０の端部と第２スライダ部２２０の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部８５の突出片
８６が第２スライダ部２２０の上板２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部８５が第２ス
ライダ部２２０からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態となる。このよ
うにして、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。



(21) JP 2015-201154 A 2015.11.12

10

20

30

40

50

【０１１２】
　固定部８５を抜くためには、図７５及び図７６に示すように、解除装置７の固定部７１
１側から、ケーシング１の挿入口１１０に、押さえプレート７２０が入り込むようにして
、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し
込むと、押さえプレート７２０をケーシング１内に入り込ませ、係合突起１１５と係止爪
２５０の係合を解除する。固定部８５の突出片８６と第２スライダ部２２０の上板２２１
ａとを離間させ、結束バンド８ａを盗難防止器具１０から取り外し、露出した固定部８５
の開口部８５ａからバンド部８４を抜き去り、結束バンド８ａをボトルから取り外せばよ
い。
【０１１３】
　上記した第５の実施形態においては、例えば、商品包装体の孔が深い場合には、結束バ
ンド８ａを商品包装体の孔に通して固定し、第１スライダ部２１０にロック用部材３ａを
取り付け、第２スライダ部２２０に商品包装体に取り付けた結束バンド８ａの固定部８５
を取り付ければよい。そして、ロック用部材３ａの孔を用いて陳列フックに引っ掛けるよ
うに構成すればよい。このように構成することで、結束バンド８ａを用いて陳列フックに
商品を展示することができる。
【０１１４】
　また、上記した第５の実施形態においては、第１スライダ部２１０はロック用部材３ａ
を取り付けるように構成しているが、第１スライダ部２１０も第２スライダ部２２０と同
様に結束バンド８ａの固定部８５を固定する切り欠きを設けるように構成してもよい。第
１、第２のどちらでも結束バンド８ａを固定するように構成することで、商品による盗難
防止器具１０の取り付け位置の自由度が向上する。
【０１１５】
　また、図７７に示すように、結束バンド８ａの向きは図７２のものとは１８０度異なる
方向に取り付けることもできる。
【０１１６】
　次に、この発明の第６の実施形態につき、図７８～図９９を参照して説明する。
【０１１７】
　第６の実施形態の盗難防止器具１０は、バンド８ｂを用いて商品又は商品包装体に盗難
防止器具を取り付けるものである。また、ロック用部材３ａ、３ｂを用いて商品又は商品
包装体に盗難防止器具を取り付けたり、フックに商品包装体を掛けたりするものである。
このバンド８ｂは、ロック用部材として用いられる。このバンド８ｂの基部８７がケーシ
ング１内に収納され、基部８７を盗難防止器具１０のケーシング１とスライダ２との間に
配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１０を取り付けるもので
ある。
【０１１８】
　この第６の実施形態のバンド８ｂは、図８０に示すように、結束バンドと同様に、帯状
のバンド部８４と、バンド部８４の一端に設けられた基部８７と他端に設けられた先端８
４ａを有する。バンド部８４の一面には、鋸歯状の爪部８４ｃが設けられ、この爪部８４
ｃが後述するケーシング１に設けられたロック爪１１９ａと係合し、爪部８４ｃとロック
爪１１９ａとが係合した状態では、バンド８ｂが締まる方向には移動は可能であるが、固
定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁止される。バン
ド８ｂをボトル６５などの商品又は商品包装体に巻回して固定する。
【０１１９】
　この第６の実施形態は、スライダ２にロック用部材の切り欠き２１１と、結束バンド８
ａのロック状態を維持する切り欠き２６０が設けられている。
【０１２０】
　この第６の実施形態では、切り欠き２１１には、図９７および図９８に示すように、ロ
ック用部材３ａ等が取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の取り付
け孔６２に取り付けるときなどに用いる。切り欠き２６０は、結束バンド８ａが挿入され
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、盗難防止器具１０を、ボトルなど結束バンド８ａを用いて取り付けるときなどに用いる
。
【０１２１】
　この第６の実施形態は、図８１に示すように、スライダ２に挿入口１１０を設け、その
挿入口２７０に、解除装置７の押さえプレート７２０を差し込み、施錠機構を解除するよ
うに構成したものである。施錠機構及び解除については、後述する。
【０１２２】
　挿入口２７０の延長線上には、係合部としての係合突起２１６、２１７が設けられ、ケ
ーシング１に設けられた係止部としての係止爪１１５ａとの係合により施錠機構を構成し
ている。
【０１２３】
　図８１～図８２に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、Ｕ字状の切り
欠き２１１が設けられ、この切り欠き２１１の縁部が図９９（ａ）に示すロック用部材３
ａの柱部３０の溝部３１と係合する。スライダ２の先端がケーシング１の端部に当接した
位置でロック用部材３ａがスライダ２からの取り外しが禁止される。また、図９９（ｂ）
に示すように、ロック用部材３ｂの柱部３０の端部が大径部３０ｂに形成されている場合
には、ロック用部材３ｂを引き抜こうとした際に大径部３０ｂが切り欠き２１１の縁に引
っかかり、スライダ２の先端がケーシング１の端部に当接した位置でロック用部材３ｂが
スライダ２からの取り外しが禁止される。このようにロック用部材は、ロック用部材３ａ
に溝部３１を設けたものに限らず、ロック用部材３ｂに示すように、溝部を設けていない
ものも適用できる。
【０１２４】
　スライダ２には、バンド８ｂが嵌まり込む矩形状の切り欠き２６０が設けられ、切り欠
き２６０にバンド８ｂが嵌まり込むと、バンド８ｂの爪部８４ｃは、ケーシング１に設け
られたロック爪１１９ａと係合し、バンド８ｂが締まる方向には移動は可能であるが、固
定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁止される。
【０１２５】
　スライダ２の切り欠き２１１に隣接して、ケーシング１に設けられた係合孔１１４に嵌
まり込む一対の係合突起２１８が設けられている。ケーシング１にスライダ２を取り付け
、ケーシング１の端部にスライダ２の先端が当接すると、係合孔１１４に係合突起２１８
が嵌まり込み、切り欠き２１１にロック用部材３ａが固定されている状態で、ロック用部
材３ａをケーシング１から離れる方向に移動させる力が加わった時でも、スライダ２がケ
ーシング１より浮き上がることを防止する。
【０１２６】
　スライダ２には、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段
部２１に脚部２５が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６
と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２
の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１
に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋
をされたような状態となる。
【０１２７】
　スライダ２の上板２１１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられた係止部と
しての係止爪１１５ａと係合する係合突起２１６、２１７が設けられている。後述するよ
うに、スライダ２とケーシング１とを組み立てると、解除装置７にて、施錠機構を解除し
た状態でも両者の分離を抑制し、保管時などにスライダ２又はケーシング１が紛失するこ
とを抑制している。このため、施錠機構の解除状態では、両係合突起２１６、２１７の空
間２１６ｃに係止爪１１５ａが位置するように構成されている。
【０１２８】
　この係合突起２１６、２１７は、ケーシング１にスライダ２を差し込む方向から一端部
側に向かって高さが高くなるテーパー状に形成され、スライダ２が差し込まれる方向に移
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動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１７、２１６を乗り越え、施
錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合突起２１６に係止
爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する。
【０１２９】
　スライダ２の表面側には、後述する解除装置７の爪部７１３が嵌まり込む凹部２３０が
設けられている。
【０１３０】
　この第６の実施形態の盗難防止器具１０は、スライダ２に、ロック用部材３ａが取り付
けられ、ケーシング１の上部からロック用部材３ａが立設する。
【０１３１】
　ケーシング１にスライダ２を差し込み、ロック用部材３ａの固定部となる柱部３０の溝
部３１をスライダ２の切り欠き２１１の縁部に嵌め込み、ケーシング１の端部までスライ
ダ２を移動させ、ロック用部材３ａをケーシング１に嵌め込む。そして、スライダ２を施
錠位置まで移動させ、施錠状態にする。スライダ２でロック用部材３ａをロックした状態
では、ケーシング１、スライダ２の上面とロック用部材３ａの摘み部との下面との間には
、商品包装体のヘッダー部の厚み以上の隙間が形成されるように構成されている。
【０１３２】
　図８３及び図８４に示すように、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁
面が形成され、その壁面に前述したスライダ２の係合突起２１８と係合する係合孔１１４
が設けられ、他方の端部及び上部は開放され、スライダ２の差し込み口を構成している。
【０１３３】
　ケーシング１の底面には、スライダ２に設けられた係合部として係合突起２１６、２１
７と係合する係止爪１１５ａが設けられている。この係止爪１１５ａは、ケーシング１に
スライダ２が差し込まれる方向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合
突起２１５、２１６を乗り越え、施錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外
す方向には、係合突起２１６に係止爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２
の移動を禁止する。
【０１３４】
　また、スライダ２を移動させ、係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５に係止爪１１
５ａが位置すると、図９４に示すように、係止爪１１５ａが係合突起２１７に当接し、ス
ライダ２の脱落を防止する。
【０１３５】
　図８５に示すように、ケーシング１の壁部近傍に、結束バンド８ａが挿入される孔部１
１８、１１９が設けられている。孔部１１９の縁には、バンド８ｂの爪部８４ｃと係合す
るロック爪１１９ａが立設されている。この孔部１１９の奥行きは、結束バンド８ａの厚
みより大きく形成され、バンド８ｂをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、
バンド８ｂの爪部８４ｃとロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。
【０１３６】
　図８５及び図８６に示すように、孔部１１８より、バンド８ｂを挿入し、バンド８ｂの
基部８７が孔部１１８に位置すると、孔部１１８の大きさより、基部８７が大きく形成さ
れているので、バンド８ｂの一端は、ケーシング１の底に留まり、それ以上の移動が禁止
される。そして、バンド８ｂの先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｂの
爪部８４ｃとロック爪１１９ａが係合し、バンド８ｂを締める方向へはバンド８ｂを移動
は可能であるが、ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向
への移動は禁止される。
【０１３７】
　スライダ２の矩形状の切り欠き２６０は、スライダ２を閉じたときに、バンド８ｂが挿
入され、バンド８ｂがロック爪１１９ａから解除する方向への移動が禁止される。
【０１３８】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際には、解除装置７を用いて、スラ
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イダ２を移動させ、施錠を解除する。このとき、スライダ２の間隔２１５にケーシング１
の係止爪１１５ａを移動させてからロック用部材３ａを取り外し、又は、バンド８ｂの爪
部８４ｃをケーシング１に設けられたロック爪１１９ａとの係合を解除するように、バン
ド８ｂをロック爪１１９ａから離すように移動させ、商品を解除する。このように構成す
ることで、ケーシング１とスライダ２は一体として取り外すことができ、各部材が紛失す
るなどの虞がない。
【０１３９】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグが貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部
２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯
タグは、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなくなる
。
【０１４０】
　ケーシング１の側面には、バンド８ｂの先端が挿入可能な窓部１１６が設けられ、例え
ば、ボトル６５を締め付けて余ったバンド８ｂの先端を挿入し、バンド８ｂが後述する解
除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１０１が設けられている。
【０１４１】
　図８６に示すように、ケーシング１に取り付けられたバンド８ｂの空間に、商品、例え
ば、ボトル６５のネックを差し込み、バンド８ｂを引っ張り、商品に盗難防止器具１０を
取り付ける。
【０１４２】
　次に、この第６の実施形態の解除装置７につき説明する。図７８～図７９に示すように
、解除装置７は、盗難防止器具１０を固定する固定部７１１が設けられ、この固定部７１
１には、スライダ２の凹部２３０に係合する爪部７１３が設けられ、この爪部７１３を指
で押さえつけることにより、盗難防止器具１０のスライダ２が固定される。固定部７１１
には、押さえプレート７２０がビス７２ｅにより取り付けられている。また、解除装置７
には、手の指が掛かりやすいように、凹部７１４が設けられている。
【０１４３】
　図７８に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、スライダ２の挿入口２７０に
、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り
付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がケーシン
グ１内に入り込むとともに、腕部７３０が湾曲して、抜け止め突起７３１が突起１０１を
乗り越え、図６７、図６８に示す施錠解除状態となる。
【０１４４】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、スライダ２に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置す
る係止爪１１５ａに当接し、係止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７
２０が進み、施錠解除位置に達する。
【０１４５】
　図９２に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２
１６と係止爪１１５ａの係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方
向に移動する。このとき、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動さ
せることで、ケーシング１はスライダ２から離れる方向に簡単に移動する。
【０１４６】
　また、ケーシング１を移動させると、図９５に示すように、バンド８ｂの爪部８４ｃを
ロック爪１１９ａから離す方向（図中矢印方向）に移動可能となり、バンド８ｂを緩む方
向に移動でき、商品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【０１４７】
　また、ケーシング１をスライダ２から外す方向に移動させると、前述の実施形態と同様
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に、ロック用部材３ａの柱部３０の溝部３１を切り欠き２１１から取り外すことができる
。そして、ロック用部材３ａを抜き取ることにより、商品包装体から盗難防止器具１０を
取り外すことができる。
【０１４８】
　この第６の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。　図８６
に示すように、孔部１１８より、バンド８ｂを挿入し、バンド８ｂの基部８７が孔部１１
８に位置すると、孔部１１８の大きさより、基部８７が大きく形成されているので、バン
ド８ｂの一端は、ケーシング１の底に留まり、それ以上の移動が禁止される。そして、バ
ンド８ｂの他端側の先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｂの爪部８４ｃ
とロック爪１１９ａが係合し、バンド８ｂを締める方向へはバンド８ｂを移動は可能であ
るが、ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向への移動は
禁止される。
【０１４９】
　図８５～図８７は、ケーシング１に設けた係止爪１１５ａが分かる状態までスライダ２
を移動させているが、一端、スライダ２をケーシング１に取り付けると、スライダ２は、
ケーシング１の係止爪１１５ａが係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５の位置で待機
することになる。
【０１５０】
　スライダ２をケーシング１に取り付けて、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる方
向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１５、２１６を乗り越
えて移動し、図９３および図９４に示すように、スライダ２は、ケーシング１の係止爪１
１５ａが係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５の位置で待機する。
【０１５１】
　第４、第５の実施形態と同様に、図８８に示すように、ケーシング１に取り付けられた
バンド８ｂの空間に、商品、例えば、ボトル６５のネックを差し込み、バンド８ｂを引っ
張り、ボトル６５のネック部にバンド８ｂを巻回する。
【０１５２】
　そして、スライダ２をケーシング１に差し込み、スライダ２でケーシング１を閉じ、ス
ライダ２の切り欠き２６０に、バンド８ｂが挿入され、バンド８ｂがロック爪１１９ａか
ら解除する方向への移動が禁止され、バンド８ｂがロック状態となる。このようにして、
図９６に示すように、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。
【０１５３】
　バンド８ｂを緩め、商品(ボトル６５)を抜くためには、図９０及び図９１に示すように
、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿入口１１０に、押さえプレート７
２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り付ける。盗難防止器
具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がスライダ２内に入り込む。
【０１５４】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、スライダ２に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置す
る係止爪１１５ａに当接し、係止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７
２０が進む。
【０１５５】
　図９２に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２
１６と係止爪１１５ａの係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方
向に移動する。このとき、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動さ
せることで、図９３および図９４に示すよいうに、ケーシング１はスライダ２から離れる
方向に簡単に移動する。
【０１５６】
　また、ケーシング１を移動させると、図９３に示すように、バンド８ｂの爪部８４ｃを
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ロック爪１１９ａから離す方向に移動可能となり、バンド８ｂを緩む方向に移動でき、商
品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【０１５７】
　次に、この発明の第７の実施形態につき、図１００～図１１６を参照して説明する。
【０１５８】
　第７の実施形態の盗難防止器具１０は、バンド９ｄ、９ｅ又は８ｃを用いて商品又は商
品包装体に盗難防止器具を取り付けるものである。また、ロック用部材３ａを用いて商品
又は商品包装体に盗難防止器具を取り付けたり、フックに商品包装体を掛けたりするもの
である。このバンド９ｄ、９ｅ又は８ｃは、ロック用部材として用いられる。このバンド
９ｄ、９ｅ又は８ｃをスライダ２により固定し、ロック状態として、商品又は商品包装体
に盗難防止器具１０を取り付けるものである。
【０１５９】
　この第７の実施形態は、商品又は商品包装体に巻回されるバンド９ｄ、９ｅは、図１０
０（ａ）（ｂ）に示すように、バンド９ｄ、９ｅがループ状に商品の回りに巻回され、そ
のループ状態が緩まないように、盗難防止器具１０にてロック状態を保つものである。
【０１６０】
　図１００（ａ）に示すバンド９ｄは、帯部９０と固定部９５からなり、帯部９０は、幅
の小さな基部９１とこの基部９１より両側に突出する突出部９２が交互に設けられている
。固定部９５には、帯部９０が挿入される開口部９３が設けられ、この開口部９３は、突
出部９２が挿入される大きさからテーパー状に小さくなり、基部９１を嵌め込むことによ
りループ状態で固定される固定用孔９３ａが設けられている。
【０１６１】
　図１００（ｂ）に示すバンド９ｅは、帯部９０と固定部９５からなり、帯部９０は、幅
の小さな基部９１とこの基部９１より両側に突出する突出部９２が交互に設けられている
。固定部９５には、帯部９０が挿入される開口部９３が設けられ、この開口部９３は、突
出部９２が挿入される大きさを有している。この開口部９３の上下に、基部９１を嵌め込
むことによりループ状態で固定される固定用孔９３ａが設けられている。
【０１６２】
　図１１０に示すバンド８ｃは、帯状のバンド部８４と、バンド部８４の基端に設けられ
た窓部８８を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部８４ｃが設けられている。窓
部８８に挿入して、ループ状にされたバンド部８４は、窓部８８を自由に移動することが
できる。図１１１に示すように、商品、例えば、ボトル６５のネックにバンド部８４を巻
回し、バンド部８４の先端８４ａを窓部８８に挿入し、ボトル６５にバンド８ｃを取り付
ける。
【０１６３】
　図１０１に示すように、バンド９ｄの帯部９０を固定部９５の開口部９３に挿入してル
ープ形状にして、商品、例えば、ボトル６５のネックに巻き付ける。そして、ボトル６５
を締め付けて、帯部９０の基部９１を固定用孔９３ａに移動させ、バンド９ｄをボトル６
５に仮固定する。この仮固定したバンド９ｄが解けないように、盗難防止器具１０のスラ
イダ２に固定してロック状態に保つものである。
【０１６４】
　ケーシング１及びスライダ２は、基本的には第６の実施形態と同様であるが、この第７
に示す実施形態は、ケーシング１には、バンドが挿入される孔は孔部１１９だけ設けてい
る。孔部１１９の縁には、後述するバンド８ｃの爪部８４ｃと係合するロック爪１１９ａ
が立設されている。この孔部１１９の奥行きは、バンド８ｃの厚みより大きく形成され、
バンド８ｃをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、バンド８ｃの爪部８４ｃ
とロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。なお、バンド９ｄ，９ｅ
だけを用いる場合には、ロック爪１１９ａを省略してもよい。
【０１６５】
　この第７の実施形態は、スライダ２に、バンド９ｄ、９ｅ及び８ｃのロック状態を維持
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する切り欠き２６０が設けられている。
【０１６６】
　この第７の実施形態では、ケーシング１にロック用部材３ａが取り付けられる切り欠き
１１１ｃが設けられる。図示はしないが、ケーシング１の切り欠き１１１ｃに、ロック用
部材３ａ等が取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の取り付け孔６
２に取り付けるときなどに用いる。
【０１６７】
　この第７の実施形態は、第６の実施形態に示すように、図１０６に示すように、スライ
ダ２に挿入口２７０を設け、その挿入口２７０に、解除装置７の押さえプレート７２０を
差し込み、施錠機構を解除するように構成している。たものである。施錠機構及び解除に
ついては、後述する。
【０１６８】
　挿入口２７０の延長線上には、係合部としての係合突起２１６が設けられ、ケーシング
１に設けられた係止部としての係止爪１１５ａとの係合により施錠機構を構成している。
尚、この第７の実施形態も第６の実施形態と同様に、係合突起２１６，２１７を設け、ケ
ーシング１にスライダ２を取り付けると、両者は外れないように構成してもよい。
【０１６９】
　図１０２～図１０６、図１１２に示すように、スライダ２には、バンド９ｄ，９ｅ、８
ｃが嵌まり込む矩形状の切り欠き２６０が設けられる。この切り欠き２６０は、基部９１
は嵌まり込むが、突出部９２は嵌まり込まない大きさに形成されている。切り欠き２６０
にバンド９ｄ、９ｅの基部９１が嵌まり込むと、基部９１の上下の突出部９２、９２がス
ライダ２を挟み込むことになり、バンド９ｄ，９ｅの移動が禁止され、ロック状態となる
。
【０１７０】
　一方、バンド８ｃが切り欠き２６０に嵌まり込むと、バンド８ｃの爪部８４ｃは、ケー
シング１に設けられたロック爪１１９ａと係合し、バンド８ｂが締まる方向には移動は可
能であるが、固定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁
止される。
【０１７１】
　スライダ２の切り欠き２１１に隣接して、ケーシング１に設けられた係合孔１１４に嵌
まり込む一対の係合突起２１８が設けられている。ケーシング１にスライダ２を取り付け
、ケーシング１の端部にスライダ２の先端が当接すると、係合孔１１４に係合突起２１８
が嵌まり込み、切り欠き２１１にロック用部材３ａが固定されている状態で、ロック用部
材３ａをケーシング１から離れる方向に移動させる力が加わった時でも、スライダ２がケ
ーシング１より浮き上がることを防止する。
【０１７２】
　スライダ２には、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段
部２１に脚部２５が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６
と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２
の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１
に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋
をされたような状態となる。
【０１７３】
　スライダ２の上板２１１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられた係止部と
しての係止爪１１５ａと係合する係合突起２１６が設けられている。
【０１７４】
　この係合突起２１６は、ケーシング１にスライダ２を差し込む方向から一端部側に向か
って高さが高くなるテーパー状に形成され、スライダ２が差し込まれる方向に移動する際
には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１７、２１６を乗り越え、施錠位置に
移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合突起２１６に係止爪１１５
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ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する。
【０１７５】
　スライダ２の表面側には、後述する解除装置７の爪部７１３が嵌まり込む凹部２３０が
設けられている。
【０１７６】
　第６の実施形態と同様に、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁面が形
成され、その壁面に前述したスライダ２の係合突起２１８と係合する係合孔１１４が設け
られ、他方の端部及び上部は開放され、スライダ２の差し込み口を構成している。
【０１７７】
　ケーシング１の底面には、スライダ２に設けられた係合部として係合突起２１６と係合
する係止爪１１５ａが設けられている。この係止爪１１５ａは、ケーシング１にスライダ
２が差し込まれる方向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１
６を乗り越え、施錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合
突起２１６に係止爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する
。
【０１７８】
　ケーシング１の壁部近傍に、バンド９ｄ，９ｅ、８ｃが挿入される孔部１１９が設けら
れている。孔部１１９の縁には、バンド８ｂの爪部８４ｃと係合するロック爪１１９ａが
立設されている。この孔部１１９の奥行きは、結束バンド８ａの厚みより大きく形成され
、バンド８ｂをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、バンド８ｂの爪部８４
ｃとロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。
【０１７９】
　スライダ２の切り欠き２６０は、スライダ２を閉じたときに、バンド８ｂが挿入され、
バンド８ｂがロック爪１１９ａから解除する方向への移動が禁止される。
【０１８０】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際には、解除装置７を用いて、スラ
イダ２を移動させ、施錠を解除する。このとき、バンド９ｄ，９ｅをスライダ２の切り欠
き２６０から取り外す。バンド９ｄ，９ｅの基部９１を固定用孔９３ａから開口部９３の
移動可能な領域に移動させ、バンド９ｄ，９ｅを緩め、商品から盗難防止器具１０を取り
外す。一方、バンド８ｃの爪部８４ｃをケーシング１に設けられたロック爪１１９ａとの
係合を解除するように、バンド８ｂをロック爪１１９ａから離すように移動させ、商品を
解除する。
【０１８１】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグが貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部
２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯
タグは、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなくなる
。
【０１８２】
　又、ケーシング１の側面には、バンド８ｂの先端が挿入可能な窓部１１６が設けられ、
例えば、ボトル６５を締め付けて余ったバンド８ｂの先端を挿入し、バンド８ｂが後述す
る解除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１０１が設けられている。
【０１８３】
　解除装置７は、第６の実施形態と同様である。
【０１８４】
　この第７の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。　図１０
１に示すように、バンド９ｄの帯部９０を固定部９５の開口部９３に挿入してループ形状
にして、商品、例えば、ボトル６５のネックに巻き付ける。そして、ボトル６５を締め付
けて、帯部９０の基部９１を固定用孔９３ａに移動させ、バンド９ｄをボトル６５に仮固
定する。図１０３に示すように、孔部１１９にバンド９ｄの帯部９０を挿入する。この仮



(29) JP 2015-201154 A 2015.11.12

10

20

30

40

50

固定したバンド９ｄが解けないように、図１０５に示すように、盗難防止器具１０のスラ
イダ２を移動させ、スライダ２の切り欠き２６０で基部９１を挟み込み、スライダ２で固
定してロック状態に保ち、図１０６に示すように、ボトル６５に盗難防止器具１０が取り
付けられる。
【０１８５】
　図１１１に示すように、商品、例えば、ボトル６５のネックにバンド部８４を巻回し、
バンド部８４の先端８４ａを窓部８８に挿入し、ボトル６５にバンド８ｃを取り付ける。
バンド８ｃの先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｃの爪部８４ｃとロッ
ク爪１１９ａが係合し、バンド８ｃを締める方向へはバンド８ｃを移動は可能であるが、
ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向への移動は禁止さ
れる。
ケーシング１に取り付けられたバンド８ｃを引っ張り、ボトル６５のネック部にバンド８
ｂを巻回する。
【０１８６】
　そして、スライダ２をケーシング１に差し込み、スライダ２でケーシング１を閉じ、ス
ライダ２の切り欠き２６０に、バンド８ｃが挿入され、バンド８ｃがロック爪１１９ａか
ら解除する方向への移動が禁止され、バンド８ｂがロック状態となる。このようにして、
図１１３に示すように、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。
【０１８７】
　バンド９ｄ、８ｃを緩め、商品(ボトル６５)を抜くためには、図１０７～図１０９及び
図１１４～図１１６に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿
入口１１０に、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器
具１０を取り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２
０がスライダ２内に入り込む。
【０１８８】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、スライダ２
に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収容され、押さえプレート７２０
の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置する係止爪１１５ａに当接し、係
止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７２０が進む。
【０１８９】
　施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２１６と係止爪１１５ａ
の係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方向に移動する。このと
き、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動させることで、ケーシン
グ１はスライダ２から離れる方向に簡単に移動する。尚、スライダ２には、指が掛かる凹
部２１１ｃが設けられている。
【０１９０】
　また、ケーシング１を移動させると、バンド８ｃの爪部８４ｃをロック爪１１９ａから
離す方向に移動可能となり、バンド８ｃを緩む方向に移動でき、商品から盗難防止器具１
０を取り外すことができる。
【０１９１】
　又、バンド９ｄは、スライダ２の切り欠き２６０から外れるので、バンド９ｄを外し、
基部９１を、固定用孔９３ａａを開口部９３の移動可能な位置まで動かし、バンド９ｄを
緩めて、商品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【符号の説明】
【０１９２】
１　　　ケーシング
２　　　スライダ
３、３ａ、３ｂ　ロック用部材
４　　　防犯タグ
５　　　係止部
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６　　　商品包装体
７　　　解除装置
８　　　バンド
８ａ　　結束バンド
８ｂ　　バンド
８ｃ　　バンド
９ｄ　　バンド
９ｅ　　バンド
１０　　盗難防止器具
１１　　突出片
１２　　孔
１３　　上縁部
１４　　壁部
１５　　凹所
１６　　底面
１７　　端部
１８　　リブ
１９　　リブ
２１　　段部
２２　　係合部
２３　　鍔部
２４　　切り欠き部
２４ａ　切り欠き
２５　　脚部
２６　　端部
２７　　上板
２７ａ　貼付部
３０　　柱部
３０ｂ　大径部
３１　　溝部
３２　　摘み部
３５　　孔
５０　　腕部
５０ａ　ヒンジ部
５１　　爪部
５２　　柱部
５２ａ　円板
６０　　保形シート
６４　　ヘッダー部
６５　　ボトル
６５ａ　溝
６５ｂ　ネック部
６５ｃ　キャップ
６６　　陳列ロッド
７１　　磁石
７２　　側壁部
７２ｅ　ビス
７３　　上面
７４　　金属プレート
７６　　溝
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８０　　帯部
８１　　孔部
８３　　突起
８４　　バンド部
８４ａ　先端
８４ｃ　爪部
８５　　固定部
８５ａ　開口部
８５ｂ　ロック爪
８６　　突出片
８７　　基部
８８　　窓部
９０　　帯部
９１　　基部
９２　　突出部
９３　　開口部
９３ａ　固定用孔
９３ａａ固定用孔
９５　　固定部
１０１　突起
１１０　挿入口
１１１ｃ切り欠き
１１２　貼付部
１１４　係合孔
１１５　係合突起
１１５ａ係止爪
１１６　窓部
１１７　脱落防止突起
１１８　孔部
１１９　孔部
１１９ａロック爪
１８０　防護突起
２１０　第１スライダ部
２１１　切り欠き
２１１ａ上板
２１１ｃ凹部
２１５　係合突起
２１６　係合突起
２１６ａ防護突起
２１６ｃ空間
２１７　係合突起
２１８　係合突起
２２０　第２スライダ部
２２１　切り欠き
２２１ａ上板
２２６　端部
２３０　凹部
２５０　係止爪
２５１　窓部
２６０　切り欠き
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２７０　挿入口
７００　磁石
７１０　取手部
７１１　固定部
７１２　切り込み
７１３　爪部
７１４　凹部
７２０　押さえプレート
７２１　押さえピン
７２２　切り込み
７２４　取り付けピン
７３０　腕部
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【手続補正書】
【提出日】平成26年7月28日(2014.7.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材と、
　このロック用部材に設けられた固定部と、
　ケーシングと、このケーシングに対向するスライダと、
　前記ロック用部材と当接する上板と、
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に前記固定部が収容され、他の一方に前記
上板が設けられ、前記固定部に前記上板を当接させた状態で、前記ケーシングとスライダ
とが移動しないように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記ケーシングとスライダ間
の移動を可能とする施錠機構と、からなることを特徴とする盗難防止器具。
【請求項２】
　前記施錠機構は、前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に係止部と、他の一方に
前記係止部と係合する係合部と、を設けたことを特徴とする請求項１に記載の盗難防止器
具。
【請求項３】
　前記固定部は、柱部とこの柱部に設けられた溝部を有し、
　前記対向するケーシング又はスライダのいずれか一方に前記ロック部材の柱部の収容部
が設けられ、
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　他の一方には、前記上板に前記柱部の溝部に嵌まり込む縁部が設けられていることを特
徴とする請求項１又は請求項２に記載の盗難防止器具。
【請求項４】
　前記ロック用部材の柱部は、商品又は商品包装体に設けられた孔部に挿入され、前記ケ
ーシング又はスライダのいずれか一方に前記固定部の柱部が収容されることを特徴とする
請求項３に記載の盗難防止器具。
【請求項５】
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に前記ロック用部材の柱部が取り付けられ
る取付部が設けられ、この取付部は、前記柱部が嵌まり込む凹みを有する壁部からなり、
前記ロック用部材の柱部は、商品包装体のシート状部に形成された孔に挿入し、前記凹み
に挿入され、商品包装体に盗難防止器具が取り付けられることを特徴とする請求項３又は
請求項４に記載の盗難防止器具。
【請求項６】
　前記固定部は、柱部とこの柱部より大きい基部を有し、前記上板に前記柱部と基部の間
に係合する縁部が設けられことを特徴とする請求項１又は請求項２項に記載の盗難防止器
具。
【請求項７】
　前記ケーシング又はスライダに吊り下げ用の孔を有する突出片が設けられていることを
特徴とする請求項２～６のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項８】
　前記ロック用部材の先端部に摘み部が設けられていることを特徴とする請求項２～７の
いずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項９】
　前記ロック用部材の先端部に、吊り下げ用の孔を有する突出片が設けられていることを
特徴とする請求項２～６のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１０】
　商品又は商品包装体に巻回されるバンドの両端に前記ロック用部材の柱部が挿入される
孔部が設けられ、この両端部の孔部にロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケー
シング又はスライダの凹みに挿入され、商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り付けら
れることを特徴とする請求項５に記載の盗難防止器具。
【請求項１１】
　商品又は商品包装体に巻回されるバンドの一端に前記ロック用部材の柱部が挿入される
孔部が設けられ、他端に前記ロック用部材の柱部が取り付けられ、一端の孔部に他端のロ
ック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケーシング又はスライダの凹みに挿入され、
商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り付けられることを特徴とする請求項５に記載の
盗難防止器具。
【請求項１２】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた固定部と、
前記バンド部の一面に設けられた爪部と、前記固定部に前記バンド部の爪部と係合するロ
ック爪と、前記固定部のロック爪と対向する位置に設けられた開口部と、前記固定部に設
けられ前記上板と当接する突出片とを有し、
　前記バンド部を商品に巻回して固定部に挿入し、爪部とロック爪によりバンド部を固定
するとともに、前記固定部の開口部を前記ケーシング内に収容してロック状態とすること
を特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１３】
　前記スライダは、第１、第２のスライダ部に分割され、第１のスライダ部に第１のロッ
ク用部材の切り欠きが設けられ、第２のスライダに第２のロック用部材の切り欠きが設け
られ、ケーシングのスライダの差し込み側に位置するスライダ部とケーシングに施錠機構
が設けられていることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の盗難防止器具。
【請求項１４】
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　商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材と、
　ケーシングと、このケーシングに対向するスライダと、
　前記ロック用部材と当接する上板と、
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にロック用部材が挿入され、他の一方に前
記上板が設けられ、前記ロック用部材と前記上板を当接させた状態で、前記ケーシングと
スライダとが移動しないように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記ケーシングとス
ライダ間の移動を可能とする施錠機構と、からなることを特徴とする盗難防止器具。
【請求項１５】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた基部と、前
記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁
に設けられたバンドの爪部と係合するロック爪が設けられ、他の一方に前記バンド部が挿
入される切り込みが設けられ、
　前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドをロック爪より
離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除され、
　前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が前記切り込みに
挿入され、バンド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されることを特徴とする
請求項１４に記載の盗難防止器具。
【請求項１６】
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にバンド部が挿入され、前記バンド部の基
部より小さな第２の孔部が設けられていることを特徴とする請求項１５に記載の盗難防止
器具。
【請求項１７】
　前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられ、バンド部が
挿入される窓部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁
に設けられたバンドの爪部と係合するロック爪が設けられ、他の一方に前記バンド部が挿
入される切り込みが設けられ、
　前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドをロック爪より
離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除され、
　前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バン
ド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されることを特徴とする請求項１４に記
載の盗難防止器具。
【請求項１８】
　前記ロック用部材は、帯部と固定部を有するバンド部からなり、前記帯部は、幅の小さ
な基部とこの基部より両側に突出する突出部が交互に設けられ、前記固定部には、帯部が
挿入される開口部が設けられ、この開口部は、突出部が挿入される大きさと、前記基部を
嵌め込むことによりループ状態で固定される固定用孔が設けられ、
　前記ケーシング又はスライダのいずれか一方には、バンド部が挿入される孔部が設けら
れ、他の一方には、前記バンド部が嵌まり込む矩形状の切り欠きが設けられ、この切り欠
きは、基部は嵌まり込むが、突出部は嵌まり込まない大きさに形成され、切り欠きにバン
ド部の基部が嵌まり込むと、基部の上下の突出部がスライダを挟み込むことになり、バン
ド部の移動が禁止されることを特徴とする請求項１４に記載の盗難防止器具。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　この発明は、店内に展示された商品が万引き等を行う不正者により窃盗され、店外に持
ち出されることを未然に防ぐための盗難防止器具に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、種々の店舗においては、展示商品の盗難を防止するため、各商品に防犯タグを貼
着している。そこで、防犯タグを貼着したまま商品を店外に持ち出そうとすると、出入り
口ゲートに設置された検知装置が警報を発し、盗難を防止する。
【０００３】
　しかしながら、通常、防犯タグは、粘着剤により商品に貼着されており、防犯タグを剥
がすことができ、店外に持ち出す前に商品から防犯タグを剥がし、廃棄されてしまうと、
盗難防止の効果がない。また、粘着材が強いとレジカウンター等で店員が防犯タグを剥が
すときに、商品からきれいに剥がれないという問題もある。
【０００４】
　そこで、防犯タグをケーシングの内部に設けた盗難防止器具を商品に取り付け、解除装
置により、盗難防止器具を商品から取り外すようにしたものが提案されている。例えば、
特許文献１には、吊り下げ用商品包装体の吊り下げ用孔に盗難防止器具を取り付けるよう
にした商品盗難防止装置が提案されている。
【０００５】
　ところで、店舗で販売される商品は、種々の形態がある。例えば、吊り下げ用商品包装
体にしてもその包装体の形状はさまざまであり、吊り下げるための取り付け孔の位置や、
その孔の深さなどが多肢にわたる。また、吊り下げ包装体に包装しない商品も種々存在す
る。
【０００６】
　このような種々の形態の商品に対して、それに対応した盗難防止器具を準備するのはそ
の種類が多くなり実用的ではない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－２８２４５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　そこで、この発明は、種々の形態の商品に対して対応可能な盗難防止器具を提供するこ
とを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記の課題を解決するために、この発明の盗難防止器具は、商品又は商品包装体に取り
付けられるロック用部材と、このロック用部材に設けられた固定部と、ケーシングと、こ
のケーシングに対向するスライダと、前記ロック用部材と当接する上板と、前記ケーシン
グ又はスライダのいずれか一方に前記固定部が収容され、他の一方に前記上板が設けられ
、前記固定部に前記上板を当接させた状態で、前記ケーシングとスライダとが移動しない
ように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記ケーシングとスライダ間の移動を可能と
する施錠機構と、からなることを特徴とする。
【００１０】
　また、前記施錠機構は、前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に係止部と、他の
一方に前記係止部と係合する係合部と、を設けて構成することができる。
【００１１】
　また、前記固定部は、柱部とこの柱部に設けられた溝部を有し、前記対向するケーシン
グとスライダのいずれか一方に前記ロック部材の柱部の収容部が設けられ、他の一方には



(56) JP 2015-201154 A 2015.11.12

、前記上板に前記柱部の溝部に嵌まり込む縁部が設けられているように構成することがで
きる。
【００１２】
　また、前記ロック用部材の柱部は、商品又は商品包装体に設けられた孔部に挿入され、
前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に前記固定部の柱部が収容されるように構成
すればよい。
【００１３】
　また、前記ケーシング又はスライダのいずれか一方に前記ロック用部材の柱部が取り付
けられる取付部が設けられ、この取付部は、前記柱部が嵌まり込む凹みを有する壁部から
なり、前記ロック用部材の柱部は、商品包装体のシート状部に形成された孔に挿入し、前
記凹みに挿入され、商品包装体に盗難防止器具が取り付けられるように構成すればよい。
【００１４】
　また、前記固定部は、柱部とこの柱部より大きい基部を有し、前記上板に前記柱部と基
部の間に係合する縁部が設けられるように構成することができる。
【００１５】
　また、前記ケーシング又はスライダに吊り下げ用の孔を有する突出片を設けることがで
きる。また、前記ロック用部材の先端部に摘み部が設ければよい。
【００１６】
　また、前記ロック用部材の先端部に摘み部を設けてもよく、また、ロック用部材の先端
部に、吊り下げ用の孔を設けてもよい。
【００１７】
　また、商品又は商品包装体に巻回されるバンドの両端に前記ロック用部材の柱部が挿入
される孔部が設けられ、この両端部の孔部にロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前
記ケーシング又はスライダの凹みに挿入され、商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り
付けられるように構成することができる。
【００１８】
　また、商品又は商品包装体に巻回されるバンドの一端に前記ロック用部材の柱部が挿入
される孔部が設けられ、他端に前記ロック用部材の柱部が取り付けられ、一端の孔部に他
端のロック用部材の柱部を挿入し、前記柱部を前記ケーシング又はスライダの凹みに挿入
され、商品又は商品包装体に盗難防止器具が取り付けられるように構成することができる
。
【００１９】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた固定
部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、前記固定部に前記バンド部の爪部と係合
するロック爪と、前記固定部のロック爪と対向する位置に設けられた開口部と、前記固定
部に設けられ前記上板と当接する突出片とを有し、前記バンド部を商品に巻回して固定部
に挿入し、爪部とロック爪によりバンド部を固定するとともに、前記固定部の開口部を前
記ケーシング内に収容してロック状態とするように構成することができる。
【００２０】
　また、前記スライダは、第１、第２スライダ部に分割され、第２スライダ部に第１のロ
ック用部材の切り欠きが設けられ、第２のスライダに第２のロック用部材の切り欠きが設
けられ、ケーシングのスライダの差し込み側に位置するスライダ部とケーシングに施錠機
構が設けられているように構成することができる。
【００２１】
　また、この発明の盗難防止器具は、商品又は商品包装体に取り付けられるロック用部材
と、ケーシングと、このケーシングに対向するスライダと、前記ロック用部材と当接する
上板と、前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にロック用部材が挿入され、他の一
方に前記上板が設けられ、前記ロック用部材と前記上板を当接させた状態で、前記ケーシ
ングとスライダとが移動しないように施錠し、解除具により施錠を解除し、前記ケーシン
グとスライダ間の移動を可能とする施錠機構と、からなることを特徴とする。



(57) JP 2015-201154 A 2015.11.12

【００２２】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられた基部
と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、前記ケーシング又はスライダのいず
れか一方にバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁に設けられたバンドの爪部と係合する
ロック爪が設けられ、他の一方に前記バンド部が挿入される切り込みが設けられ、前記孔
部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドをロック爪より離す方向
に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除され、前記スライダにケ
ーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が前記切り込みに挿入され、バンド部
がロック爪から解除する方向への移動が禁止されるように構成することができる。
【００２３】
　また、前記ケーシング又はスライダのいずれか一方にバンド部が挿入され、前記バンド
部の基部より小さな第２の孔部を設けるとよい。
【００２４】
　また、前記ロック用部材は、帯状のバンド部と、このバンド部の基端に設けられ、バン
ド部が挿入される窓部と、前記バンド部の一面に設けられた爪部と、有し、前記ケーシン
グ又はスライダのいずれか一方にバンド部が挿入される孔部と、孔部の縁に設けられたバ
ンドの爪部と係合するロック爪が設けられ、他の一方に前記バンド部が挿入される切り込
みが設けられ、前記孔部の奥行きは、バンド部の厚みより大きく形成され、前記バンドを
ロック爪より離す方向に移動させた際に、前記バンド部の爪部とロック爪の係合が解除さ
れ、前記スライダにケーシングにスライダを閉じたときに、前記バンド部が挿入され、バ
ンド部がロック爪から解除する方向への移動が禁止されるように構成することができる。
【００２５】
　また、前記ロック用部材は、帯部と固定部を有するバンド部からなり、前記帯部は、幅
の小さな基部とこの基部より両側に突出する突出部が交互に設けられ、前記固定部には、
帯部が挿入される開口部が設けられ、この開口部は、突出部が挿入される大きさと、前記
基部を嵌め込むことによりループ状態で固定される固定用孔が設けられ、前記ケーシング
又はスライダのいずれか一方には、バンド部が挿入される孔部が設けられ、他の一方には
、前記バンド部が嵌まり込む矩形状の切り欠きが設けられ、この切り欠きは、基部は嵌ま
り込むが、突出部は嵌まり込まない大きさに形成され、切り欠きにバンド部の基部が嵌ま
り込むと、基部の上下の突出部がスライダを挟み込むことになり、バンド部の移動が禁止
されるように構成することができる。
【発明の効果】
【００２６】
　上記したように、この発明においては、客は、商品包装体などを引き千切るなど、商品
包装体など破壊すればともかく、盗難防止器具を人目に付かずに取り外すことができない
ので、不正に盗難防止器具を取付けたまま商品を店外に持ち出そうとした場合、盗難防止
器具に装着した盗難防止タグによって店舗の出入口に設置した検知ゲートにより、警報音
等が鳴る。
　したがって、この発明の盗難防止器具を商品包装体又は商品に装着しておけば、万引き
を有効に防止することができる。また、バンドを用いて盗難防止器具を取り付けることも
でき、種々の商品包装体や商品に盗難防止器具を取り付けることができる。
　また、レジで取り外した盗難防止器具は、再利用できるので、盗難防止タグが無駄にな
らず、コストを削減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す底面図である。
【図４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す正面図である。
【図５】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す右側面図である。
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【図６】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を示す左側面図である。
【図７】図２のＡ－Ａ線断面図である。
【図８】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の斜
視図である。
【図９】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の底
面図である。
【図１０】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
断面図である。
【図１１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図１２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図１３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のケーシングを示す平面図であ
る。
【図１４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを示す平面図である
。
【図１５】図１３のＢ－Ｂ線断面図である。
【図１６】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の係止部の拡大断面図である。
【図１７】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具の係止部と係合部の拡大断面図
である。
【図１８】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図１９】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す斜視図である。
【図２０】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す断面図である。
【図２１】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図２２】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図２３】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図２４】この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す断面図である。
【図２５】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図２６】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す断面図である。
【図２７】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図２８】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図２９】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す斜視図である。
【図３０】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
する状態を示す斜視図である。
【図３１】この発明の第２の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図３２】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図３３】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図３４】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す正面図である。
【図３５】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す側面図である。
【図３６】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を示す底面図である。
【図３７】図３３のＡ－Ａ線断面図である。
【図３８】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
斜視図である。
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【図３９】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図４０】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す断面図である。
【図４１】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を吊り下げ用商品包装体に装着
した状態を示す斜視図である。
【図４２】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図４３】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す斜視図である。
【図４４】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置でロックを解除する
状態を示す断面図である。
【図４５】この発明の第３の実施形態に係る盗難防止器具を不正な磁石で解除しようとす
る状態を示す断面図である。
【図４６】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図４７】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付けた状態を示す斜視図である。
【図４８】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図４９】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付けた状態を示す斜視図である。
【図５０】この発明に係る盗難防止器具をボトルに取り付ける状態を示す斜視図である。
【図５１】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具を示す分解斜視図である。
【図５２】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態を
示す斜視図である。
【図５３】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック状態の斜視図である。
【図５４】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す斜視図である。
【図５５】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す斜視図である。
【図５６】この発明の第４の実施形態に係る盗難防止器具のロック用部材としての結束ベ
ルトを示す正面図である。
【図５７】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の解除装置を示す斜視図である
。
【図５８】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を示す斜視図である。
【図５９】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を示す平面図である。
【図６０】図５９のＡ－Ａ線断面図である。
【図６１】図５９のＢ－Ｂ線断面図である。
【図６２】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図６３】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具の分解斜視図である。
【図６４】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
斜視図である。
【図６５】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具のスライダを移動させた状態の
断面図である。
【図６６】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６７】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６８】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す斜視図である。
【図６９】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠を解除する状
態を示す断面図である。
【図７０】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠の解除を第１
、第２スライダ部を取り除いた状態で示す斜視図である。



(60) JP 2015-201154 A 2015.11.12

【図７１】この発明の第５の実施形態に係る盗難防止器具を解除装置で施錠の解除を第１
、第２スライダ部を取り除いた状態で示す平面図である。
【図７２】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を示す斜視
図である。
【図７３】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
でロックを解除する状態を示す斜視図である。
【図７４】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を示す断面
図である
【図７５】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
で施錠を解除する状態を示す斜視図である。
【図７６】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具を解除装置
で施錠を解除する状態を示す斜視図である。
【図７７】この発明の第５の実施形態に係る結束ベルトを用いた盗難防止器具において、
結束ベルトの方向を変えた状態を示す斜視図である。
【図７８】この発明の第６の実施形態に係る解除装置を上面から見た斜視図である。
【図７９】この発明の第６の実施形態に係る解除装置を上面から見た斜視図である。
【図８０】この発明の第６の実施形態に用いられるバンドを示す斜視図である。
【図８１】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のスライダを背面から見た斜視
図である。
【図８２】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のスライダを上面から見た斜視
図である。
【図８３】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のケーシングを背面から見た斜
視図である。
【図８４】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置のケーシングを上面から見た斜
視図である。
【図８５】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す上面図である。
【図８６】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す斜視図である。
【図８７】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を示す断面図である。
【図８８】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を上面から見た斜視図である。
【図８９】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を背面から見た斜視図である。
【図９０】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除する
状態を示す斜視図である。
【図９１】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除する
状態を示す上面図である。
【図９２】図９１のＡ－Ａ線断面図である。
【図９３】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いてスライダ
とケーシングを移動させた状態を示す斜視図である。
【図９４】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いてスライダ
ケーシングを移動させた状態を示す断面図である。
【図９５】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置の解除の状態を説明する断面図
である。
【図９６】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を示
す斜視図である。
【図９７】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置にロック用部材を取り付ける状
態を示す斜視図である。
【図９８】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置にロック用部材を取り付けた状
態を示す斜視図である。
【図９９】この発明の第６の実施形態に係る盗難防止装置に用いられるロック用部材を示
す側面図である。
【図１００】（ａ）、（ｂ）は、この発明の第７の実施形態に用いられるバンドを示す斜
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視図である。
【図１０１】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１０２】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を示す上面図である。
【図１０３】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０４】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す上面図である。
【図１０５】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置にベルトを取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０６】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１０７】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１０８】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す上面図である。
【図１０９】図１０８のＡ－Ａ線断面図である。
【図１１０】この発明の第７の実施形態に用いられるバンドを示す斜視図である。
【図１１１】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１１２】この発明の第７の実施形態のバンドを用いて商品に取り付ける状態を示す斜
視図である。
【図１１３】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置をボトルに取り付けた状態を
示す斜視図である。
【図１１４】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１１５】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【図１１６】この発明の第７の実施形態に係る盗難防止装置を、解除装置を用いて解除す
る状態を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、この発明を実施するための形態を添付図面に基づいて説明する。
　この発明に係る盗難防止器具は、図２０、図２９に示すように、吊り下げ用商品包装体
への装着、図４７、図４９に示すように、ボトルへの装着等種々の商品形態に装着して使
用される。
【００２９】
　この発明の第１の実施形態に係る盗難防止器具を図２１～図２４に従い説明する。
【００３０】
　図１８、図１９に示すように、商品包装体６は台紙等の保形シート６０の正面側に収納
室６１を設けたブリスターパックが例示されており、前記収納室６１に商品６３を収納し
、保形シート６０のヘッダー部６４に設けた取り付け孔６２に陳列ロッド６６（図２２参
照）を挿入することにより、吊り下げられて陳列されるように構成されている。尚、図示
はしていないが、通常、前記保形シート６０の背面側には、商品の機能や使用方法等の商
品情報が印刷等により施されている。
【００３１】
　この盗難防止装置は、盗難防止器具１０と解除装置７とからなり、盗難防止器具１０は
、商品包装体６の取り付け孔６２に取り付けられる。解除装置７はレジカウンター等の店
舗内で店員等の責任者の管理下に置かれ、後述するように、盗難防止器具１０を解除装置
７の所定の場所に置くことで、盗難防止器具１０のロックが解除される。
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【００３２】
　図１～図６に示すように、盗難防止器具１０は、商品包装体６に取り付けられるロック
用部材３と、ケーシング１と、ケーシング１に挿入されるスライダ２を有する。ケーシン
グ１には、陳列ロッドが挿入される吊り下げ用の孔１２を設けた突出片１１が設けられて
いる。盗難防止器具１０は、樹脂成型により矩形状に形成され、ケーシング１の上部から
ロック用部材３が立設する。
【００３３】
　ロック用部材３の先端部には摘み部３２が設けられている。ロック用部材３の固定部を
ケーシング１に嵌め込み、スライダ２でロック用部材３をロックした状態では、ケーシン
グ１、スライダ２の上面とロック用部材３の摘み部３２との下面との間には、商品包装体
６のヘッダー部６４の厚み以上の隙間が形成されるように構成されている。
【００３４】
　また、摘み部３２は、商品包装体６の取り付け孔６２より大きな形状に形成され、取り
付け孔６２にロック用部材３を挿入し、ケーシング１に嵌め込み、スライダ２でロック用
部材３をロック状態とすると、商品包装体６から盗難防止器具１０が取り外されないよう
に構成されている。図５及び図６に示すように、摘み部３２は、スライダ２のロックが解
除された状態で、ケーシング１から取り外しのために店員の指が掛かりやすいように、上
部に少し湾曲した形状に形成されている。
【００３５】
　図７～図１１に示すように、ロック用部材３の固定部は、円柱状の柱部３０とこの柱部
３０の円周に沿って設けられた溝部３１を有する。柱部３０は、ケーシング１に設けられ
た取付部としての上部から見てＵの字状の壁部１４内の凹みに挿入され、取り付けられる
。この円柱状の柱部３０は、摘み部３２から下方に連接されている。
【００３６】
　図７～図１２及び図１４に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、ロッ
ク用部材３の柱部３０に当接するＵ字状の切り欠き部２４が設けられ、この切り欠き部２
４の下方部に溝部３１と係合する縁部としての鍔部２３が設けられている。スライダ２は
、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段部２１に脚部２５
が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６と上縁部１３の間
に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２の端部２６は、ケ
ーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１に完全に嵌め込むと
、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋をされたような状態
となる。
【００３７】
　スライダ２の上板２７のケーシング１側には、防犯タグ４の貼付部２７ａが設けられ、
この貼付部２７ａに防犯タグ４が貼り付けられる。ケーシング１にスライダ２を差し込み
、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯タグ４は、ケーシング１内に収容され
た状態となり、外部から剥離することができなくなる。
【００３８】
　尚、この実施形態では、防犯タグ４をスライダ２に取り付けているが、防犯タグ４を取
り付けずに、盗難防止器具１０を用いることもできる。この場合、店舗の出入口に設置し
た検知ゲートにより、警報音等が鳴らすことはできないが、盗難を行う者には、防犯タグ
４の有無は分からず、盗難防止器具１０が商品包装体６に取り付けられた状態では、その
まま商品包装体６を店舗外に持ち出すことに不正感や警報が鳴るかもしれないという危機
感を抱かせることにより、盗難を抑制することができる。従って、全ての盗難防止器具１
０に防犯タグ４を取り付けず、必要最小限の数だけ防犯タグ４を取り付けて店舗に商品を
展示しても盗難防止の効果が得られ、コストを削減することが可能となる。
【００３９】
　スライダ２の脚部２５に沿って、スライダ２の略中央部までケーシング１に取り付けた
係止部５と係合する一対の係合部２２が設けられている。この実施形態では、係止部５と
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係合部２２で施錠機構を構成している。また、この実施形態では、ケーシング１に係止部
５を設け、スライダ２に係合部２２を設けているが、これとは逆に、ケーシング１に係合
部、スライダ２に係止部を設けるように構成してもよい。
【００４０】
　この係合部２２は、鋸歯状に形成され、後述するように、係止部５に対してスライダ２
をケーシング１に対して差し込む方向には移動可能で、取り外す方向には、解除装置７を
用いない限りロック状態になるように構成されている。
【００４１】
　ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３の柱部３０を挿入し、スライダ２を
ケーシング１に差し込み、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動さ
せると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用部材
３の取り外しが禁止され、ロック状態となる。ロック用部材３を抜くためには、解除装置
７により、係合部２２と係止部５との係合を解除して、スライダ２を移動させ、ロック用
部材３の溝部３１とスライダ２の鍔部２３との嵌合を解除する。
【００４２】
　図１２、図１３及び図１５に示すように、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端
部側に内部に凹みを有する壁部１４が設けられ、他方の端部及び上部は開放され、スライ
ダ２の差し込み口を構成している。一方の端部側には、陳列ロッド６６が挿入される吊り
下げ用の孔１２を設けた突出片１１が設けられている。他方の端部側には、スライダ２の
係合部２２と係合する係止部５が設けられている。この係止部５は、一対の係合部２２に
対応して、爪部５１を有する腕部５０が一対設けられている。爪部５１は、一端部側から
他端部側に向かってテーパー状の三角爪に形成され、スライダ２をケーシング１に対して
挿入する方向には移動可能で、取り外す方向には係合部２２に食い込む方向に力が加わり
移動を禁止する。
【００４３】
　図１６に示すように、腕部５０の先端部には、柱部５２が設けられ、この柱部５２の下
端には金属製の円板５２ａが設けられている。腕部５０の根元部は薄肉状にしたヒンジ部
５０ａが形成され、腕部５０が下方に移動可能に構成されている。
【００４４】
　また、ケーシング１の底面１６の前記円板５２ａと対向する位置に凹所１５が設けられ
ている。図１７に示すように、係止部５に対してスライダ２をケーシング１に対して挿入
する方向には、鋸歯状の係合部２２は、爪部５１を乗り越え、腕部５０を撓ませ、円板５
２ａが凹所１５内に入り込み、スライダ２が移動する。
【００４５】
　また、係合部２２と係止部５との係合を解除してロックを解除する場合には、解除装置
７に設けられた磁石により、円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所
１５内に移動させ、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除し、スライダ２の移
動を可能とする。
【００４６】
　次に，この実施形態の盗難防止器具１０の商品包装体６への取り付けにつき、図１９及
び図２０を参照して説明する。
【００４７】
　図１９及び図２０（ａ）に示すように、ケーシング１にスライダ２を装着し、ケーシン
グ１の壁部１４が見える状態し、壁部１４の凹みと商品包装体６の取り付け孔６２の位置
を合わせ、商品包装体６のヘッダー部６４の裏面側にケーシング１とスライダ２を配置す
る。そして、図２０（ｂ）に示すように、ロック用部材３の柱部３０を取り付け孔６２に
通し、ケーシング１の壁部１４内の凹みに嵌め込んで取り付ける。
【００４８】
　図２０（ｃ）に示すように、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移
動させると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用
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部材３の取り外しが禁止され、ロック状態となる。スライダ２とケーシング１は、係合部
２２と係止部５による施錠機構により、施錠される。そして、解除装置７により、係合部
２２と係止部５との係合を解除しない限り、ケーシング１からスライダ２を外す方向には
移動が禁止されている。
【００４９】
　このようにして、図１８に示すように、商品包装体６の取り付け孔６２を介してこの実
施形態の盗難防止器具１０が装着される。商品包装体６の取り付け孔６２には、ロック用
部材３が装着されているので、図２１に示すように、陳列ロッド６６には、ケーシング１
に設けられた吊り下げ用の孔１２を用いる。
【００５０】
　次に，この実施形態に用いられる解除装置７について、図２２～図２４を参照して説明
する。この実施形態は、解除装置７内に強力な磁石７１を設け、この磁石７１の磁力によ
り、円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所１５内に移動させ、係合
部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除し、施錠機構の施錠を解除するものである。
【００５１】
　解除装置７は、図２２に示すように、上面７３の一辺に位置決め用の側壁部７２が上面
７３から立ち上がるように設けられている。また、この壁部に７２に直交するように位置
決め用段部７５が設けられている。この側壁部７２と段部７５に盗難防止器具１０を沿わ
せて位置決めすることにより、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合を解除する。上
面７３には、下に磁石７１が設けられた位置を示す金属プレート７４が取り付けられてい
る。
【００５２】
　図２４に示すように、側壁部７２、段部７５を基準として、側壁部７２と段部７５に盗
難防止器具１０を沿わせるように配置すると、２個の磁石７１、７１が係止部５の円板５
２ａの下に位置する箇所に配置されるように、２個の磁石７１が解除装置７に取り付けら
れている。
【００５３】
　図２４に示すように、側壁部７２、段部７５に沿わして盗難防止器具１０を金属プレー
ト７４のところに係止部５が位置するように配置すると、磁石７１、７１の磁力により、
円板５２ａを吸着し、腕部５０を撓ませ、円板５２ａを凹所１５内に移動させる。この結
果、係合部２２と係止部５の爪部５１との係合が解除される。
【００５４】
　レジカウンターなどにこの解除装置７を配置し、商品包装体６に装着された盗難防止器
具１０を側壁部７２、段部７５に沿わして位置決めし、係合部２２と係止部５の爪部５１
との係合を解除し、図２３の矢印方向にスライダ２を移動させ、ロック用部材３の溝部３
１とスライダ２の鍔部２３との嵌合を解除し、ロック用部材３を抜き取ることにより、商
品包装体６から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【００５５】
　上記した実施形態においては、係合部２２と係止部５との係合の解除を磁石７１により
行っているが、この磁石７１を用いた解除以外の解除方法を用いても良い。例えば、ケー
シング１に挿入孔を設け、その挿入孔に押さえプレートを差し込み、腕部５０を下方向に
押し下げるなどの解除方法を採用することも可能である。
【００５６】
　上記した実施形態においては、ケーシング１に内部に凹みを有する壁部１４を設け、こ
の壁部１４内にロック用部材３の柱部３０を差し込んでいるが、ケーシング１に突起を設
け、柱部３０に突起が嵌まり込む孔を設け、ケーシング１にロック用部材３を取り付ける
ように構成してもよい。
【００５７】
　次に、この発明の第２の実施形態につき説明する。
　図２１に示すような商品包装体６であれば、第１の実施形態の盗難防止器具１０のロッ
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ク用部材３を取り付け孔６２に差し込んで取り付けることができる。しかし、取り付け孔
６２がロック用部材３の柱部３０より深い或いは、商品包装体６のヘッダー部６４が図２
９に示すように、商品収納室６１の中央部から出ている場合には、盗難防止器具１０のロ
ック用部材３の溝部３１がケーシング１の差し込まれたスライダ２の鍔部２３に嵌め込ま
れなくなる場合がある。このような場合には、図２５～図３１に示すように、バンド８の
両端にロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８１、８１を設けたものを用いる。即
ち、この両端部の孔部８１、８１にロック用部材３の柱部３０を挿入し、柱部３０をケー
シング１の壁部１４内の凹みに挿入し、ケーシング１にスライダ２を差し込み、スライダ
２の鍔部２３をロック用部材３の溝部３１に嵌め込み、ロック状態にする。
【００５８】
　図３１に示すように、商品包装体６には、バンド８を介して盗難防止器具１０が取り付
けられる。このように、バンド８を用いることで、商品包装体６の取り付け孔６２の位置
や深さに左右されずに、盗難防止器具１０を装着することができる。
【００５９】
　次に、このバンド８を用いた盗難防止器具１０の取り付けについて説明する。図２９～
図３１に示すように、商品包装体６の孔６２にバンド８の帯部８０を通す。そして、バン
ド８の両端の孔部８１を合わせ、この孔部８１にロック用部材３の柱部３０を挿入し、ケ
ーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入する。ケーシング１、スライダ２
の上面とロック用部材３の摘み部３２との下面との間には、バンド８を重ね合わせた厚さ
以上の間隙を有するように構成されている（図２６参照）。
【００６０】
　ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入した後、ケーシング１に挿入
したスライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動させると、ロック用部材
３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌まり込み、ロック用部材３の取り外しが禁止さ
れ、ロック状態となる。このようにして、商品包装体６に盗難防止器具１０が取り付けら
れる。ロック用部材３を抜くためには、解除装置７により、係合部２２と係止部５との係
合を解除して、スライダ２を移動させ、ロック用部材３の溝部３１とスライダ２の鍔部２
３との嵌合を解除し、ロック用部材３を取り外し、バンド８を商品包装体６の孔６２から
抜き去る。
【００６１】
　長さが異なるバンド８を用意することで、種々の厚さの商品包装体６や商品包装体に限
らず、ボトルやハンマーなど種々の商品にバンド８を用いて、盗難防止器具１０を取り付
けることができる。
【００６２】
　次に、この発明の第３の実施形態につき、図３２～図４５を参照して説明する。この第
３の実施形態は、ロック用部材３ａは、先端部に、吊り下げ用の孔３５を有する突出片を
設け、ケーシング１には吊り下げ用の孔は設けていない。商品包装体６の取り付け孔６２
に、ロック用部材３ａの柱部３０を挿入し、ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用
部材３を挿入する。スライダ２をケーシング１に挿入し、スライダ２をロック用部材３ａ
の柱部３０に当接するまで移動させると、ロック用部材３ａの溝部３１にスライダ２の鍔
部２３が嵌合し、ロック用部材３ａの取り外しが禁止される。このようにして、商品包装
体６に盗難防止器具１０が取り付けられる。そして、ロック用部材３ａに設けた孔３５を
用いて陳列ロッド６６に装着される。
【００６３】
　また、この第３の実施形態は、図４５に示すように、ケーシング１の裏面に不正な磁石
７００を用いて、係止部５と係合部２２との係合を解除することを防止するために、ケー
シング１の端部と係止部５の円板５２ａと円板５２ａとの間に位置する箇所にリブ１８、
１９を設けている。
【００６４】
　リブを設けていない第１、第２の実施形態の盗難防止器具１０では、強力な磁石をケー
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シング１の裏面に接触させると、円板５２ａ、５２ａが磁石により吸着され、係止部５と
係合部２２との係合が解除される虞がある。
【００６５】
　これに対して、リブ１８、リブ１９を設けることで、図４５に示すように、リブ１８と
リブ１９の上に磁石７００を載せた状態では、円板５２ａ、５２ａの吸着が防止され、ロ
ックが解除できない。また、どちらかのリブをよけて磁石７００をケーシング１の裏に接
触させると、磁石７００が接触した箇所の円板５２ａは吸着されるが、他の円板５２ａは
吸着することができない。従って、一方の係合部２２と係止部５の爪部５１は係合状態が
維持され、ロックを解除することはできない。
【００６６】
　このように、この第３の実施形態では、万引きを行おうとするものが磁石を用いてもロ
ックを解除することができず、より防犯効果に優れた盗難防止器具を提供することができ
る。
【００６７】
　ところで、この第３の実施形態においては、リブ１８、１９が設けられているので、解
除装置７もこのリブ１８、１９に対応したものを用意する。
【００６８】
　図４２に示すように、上面にリブ１８，１９が挿入される溝７６、７６が設けられ、こ
の溝７６、７６にリブ１８、１９を挿入して、ケーシング１の裏面を磁石７１、７１に近
づけ、ロックを解除するように構成している。
【００６９】
　次に、この発明の他の使用例につき説明する。第３の実施形態のケーシング１と、第１
の実施形態のロック用部材３と、バンド８を用いて種々の商品に盗難防止器具１０を取り
付ける場合につき説明する。
【００７０】
　図４６、図４７は、酒瓶などボトル６５のように、キャップ６５ｃに溝６５ａを有する
ものにこの発明の実施形態の盗難防止器具１０を取り付けたものである。
【００７１】
　図４６に示すように、バンド８の帯部８０には、キャップ６５ｃの溝６５ａに対応する
突起８３が設けられている。キャップ６５ｃの溝６５ａにバンド８の突起８３を嵌め込み
、バンド８の孔部８１と孔部８１とを合わせ、この孔部８１にロック用部材３の柱部３０
を挿入し、ケーシング１の壁部１４内の凹みにロック用部材３を挿入する。スライダ２を
ケーシング１に挿入し、スライダ２をロック用部材３の柱部３０に当接するまで移動させ
ると、ロック用部材３の溝部３１にスライダ２の鍔部２３が嵌め込まれ、ロック用部材３
の取り外しが禁止され、ボトル６５のキャップ６５ｃに盗難防止器具１０が取り付けられ
る。
【００７２】
　図４８、図４９に示す例では、商品又は商品包装体に巻回されるバンド８の一端に前記
ロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８１が設けられ、他端に前記ロック用部材３
の柱部３０が一体に取り付けられている。ボトル６５のキャップ６５ｃの下のネック部６
５ｂにバンド８を巻回し、バンド８に一体に設けられた柱部をバンド８の一端に設けた孔
部８１に挿入して、ボトル６５のネック部６５ｂにバンド８を取り付けた後、柱部３０を
ケーシング１の壁部１４内の凹みに挿入し、スライダ２を移動させてロックし、ボトル６
５に盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００７３】
　図５０に示す例では、バンド８の一端にロック用部材３の柱部３０が挿入される孔部８
１が複数個設けられ、巻回する商品の大きさに合わせて孔部８１を選び、選んだ孔部８１
に、ロック用部材３の柱部３０を挿入し、柱部３０をケーシング１の壁部１４内の凹みに
挿入し、スライダ２を移動させてロックし、盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００７４】
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　次に、この発明の第４の実施形態につき、図５１～図５６を参照して説明する。この第
４の実施形態は、商品又は商品包装体に巻回されるバンドとして結束バンド８ａを用いる
。そして、この結束バンド８ａがロック用部材として用いられる。この結束バンド８ａの
固定部８５がケーシング１内に収納され、固定部８５を盗難防止器具１０のケーシング１
とスライダ２との間に配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１
０を取り付けるものである。
【００７５】
　結束バンド８ａは、図５５及び図５６に示すように、帯状のバンド部８４と、バンド部
８４の基端に設けられた固定部８５を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部８４
ｃが設けられ、固定部８５には、バンド部８４の爪部８４ｃと係合するロック爪８５ｂが
設けられている。
【００７６】
　この固定部８５には、ロック爪８５ｂと対向する箇所に開口部８５ａが設けられ、固定
部８５に挿入されたバンド部８４をこの開口部８５ａから抜くことで、固定部８５からバ
ンド部８４を外すことが可能に構成されている。図５４に示すように、商品、例えば、ボ
トル６５のネックにバンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａを固定部８５に挿
入し、ボトル６５を締め付けて、爪部８４ｃとロック爪８５ｂとを係合させてボトル６５
に結束バンド８ａを取り付ける。
【００７７】
　固定部８５の開口部８５ａが外部に露出している状態、即ち、レジカウンターで店員が
盗難防止器具１０を取り外す状態では、開口部８５ａにバンド部８４の側面を通すように
、バンド部８４をねじりながら開口部８５ａに移動させると、バンド部８４が固定部８５
から外れ、結束バンド８ａを取り外すことができる。
【００７８】
　固定部８５には、両側に突出片８６が設けられ、この突出片８６の上端をスライダ２の
上板２７の下部で保持し、固定部８５の開口部８５ａがケーシング１内に収容される。図
５１に示すように、スライダ２には、固定部８５が嵌め込まれる切り欠き２４ａが設けら
れている。スライダ２をケーシング１に差し込み、そして、ケーシング１に挿入したスラ
イダ２を結束バンド８ａの固定部８５に当接するまで移動させ、固定部８５をケーシング
１の端部とスライダ２の切り欠き２４ａで挟み込むと、固定部８５の突出片８６がスライ
ダ２の上板２７の端部で押さえ込まれ、固定部８５がスライダ２からの取り外しが禁止さ
れ、結束バンド８ａがロック状態となる。
【００７９】
　この第４の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき、図５１～図５３を
参照して説明する。
【００８０】
　図５１、図５２及び図５４に示すように、ボトル６５のネック部に結束バンド８ａのバ
ンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａの固定部８５に挿入し、ボトル６５を締
め付けて結束バンド８ａをボトル６５に固定する。そして、ケーシング１にスライダ２を
装着し、ケーシング１の壁部１４の上に、結束バンド８ａの固定部８５を載せる。そして
、図５３に示すように、スライダ２を結束バンド８ａの固定部８５に当接するまで移動さ
せ、固定部８５をケーシング１の端部とスライダ２の切り欠き２４ａで挟み込むと、固定
部８５の突出片８６がスライダ２の上板２７の端部で押さえ込まれ、固定部８５がスライ
ダ２からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態となる。このようにして、
ボトル６５に盗難防止器具１０が取り付けられる。
【００８１】
　固定部８５を抜くためには、解除装置７により、係合部２２と係止部５との係合を解除
して、スライダ２を移動させ、固定部８５の突出片８６とスライダ２の上板２７とを離間
させ、結束バンド８ａを盗難防止器具１０から取り外し、露出した固定部８５の開口部８
５ａからバンド部８４を抜き去り、結束バンド８ａをボトル６５から取り外せばよい。



(68) JP 2015-201154 A 2015.11.12

【００８２】
　次に、この発明の第５の実施形態につき、図５７～図７７を参照して説明する。
　この第５の実施形態は、スライダ２が、第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０
に分割され、第１スライダ部２１０に第１のロック用部材の切り欠き２１１が設けられ、
第２スライダ部２２０に第２のロック用部材の切り欠き２２１が設けられ、ケーシング１
のスライダの差し込み側に位置する第２スライダ部２２０とケーシング１に施錠機構を設
けている。
【００８３】
　この第５の実施形態では、第１スライダ部２１０には、ロック用部材３又はロック用部
材３ａが取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の取り付け孔６２に
取り付けるときなどに用いる。第２スライダ部２２０には、結束バンド８ａの固定部８５
が取り付けられ、盗難防止器具１０をボトルなどに取り付けるときなどに用いる。
【００８４】
　この第５の実施形態は、ケーシング１に挿入口１１０を設け、その挿入口１１０に、解
除装置７の押さえプレート７２０を差し込み、施錠機構を解除するように構成したもので
ある。施錠機構及び解除については、後述する。
【００８５】
　図６２～図６３に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、第１スライダ
部２１０、第２スライダ部２２０に分割され、第１スライダ部２１０は、Ｕ字状の切り欠
き２１１が設けられ、この切り欠き２１１の縁部がロック用部材３ａの柱部３０の溝部３
１と係合する。第１スライダ部２１０の先端がケーシング１の端部に当接した位置でロッ
ク用部材３ａが第１スライダ部２１０からの取り外しが禁止される。
【００８６】
　第２スライダ部２２０には、結束バンド８ａの固定部８５が嵌まり込む矩形状の切り欠
き２２１が設けられ、固定部８５を第１スライダ部２１０の端部と第２スライダ部２２０
の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部８５の突出片８６が第２スライダ部２２０の上板
２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部８５がスライダ２からの取り外しが禁止される。
【００８７】
　第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０には、それぞれケーシング１の上縁部１
３の下面と当接する段部２１が設けられ、段部２１に脚部２５が設けられている。この脚
部２５と段部２１がケーシング１の底面１６と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング
１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０が差し込まれる。第２スライダ部２２
０の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、第２スライダ部２２０を
ケーシング１に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差
し込み口が蓋をされたような状態となる。
【００８８】
　第２スライダ部２２０の上板２２１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられ
た係合部としての係合突起１１５と係合する係止部としての係止爪２５０が設けられてい
る。また、脚部２５の係止爪２５０と臨む位置には窓部２５１が設けられている。第２ス
ライダ部２２０をケーシング１から取り外すときに、この窓部２５１からピンなどにより
係止爪２５０を上板２２１ａに移動させ、ケーシング１に設けられた脱落防止突起１１７
から係止爪２５０を離間させる。
【００８９】
　この第５の実施形態の盗難防止器具１０は、第１スライダ部２１０に、ロック用部材３
ａが取り付けられ、ケーシング１の上部からロック用部材３ａが立設する。
【００９０】
　ケーシング１に第１スライダ部２１０を差し込み、ロック用部材３ａの固定部となる柱
部３０の溝部３１を第１スライダ部２１０の切り欠き２１１の縁部に嵌め込み、ケーシン
グ１の端部まで第１スライダ部２１０を移動させ、ロック用部材３ａをケーシング１に嵌
め込む。そして、第２スライダ部２２０を施錠位置まで移動させ、施錠状態にする。第１
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スライダ部２１０、第２スライダ部２２０からなるスライダ２でロック用部材３ａをロッ
クした状態では、ケーシング１、第１スライダ部２１０の上面とロック用部材３ａの摘み
部との下面との間には、商品包装体のヘッダー部の厚み以上の隙間が形成されるように構
成されている。
【００９１】
　ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁面が形成され、その壁面に施錠機
構を解除するための解除装置の押さえプレートが差し込まれる挿入口１１０を設けられ、
他方の端部及び上部は開放され、第１スライダ部２１０、第２スライダ部２２０からなる
スライダ２の差し込み口を構成している。
【００９２】
　ケーシング１の底面には、第２スライダ部２２０に設けられた係止部となる係止爪２５
０と係合し、施錠機構を施錠状態とする係合部としての係合突起１１５が設けられている
。この係合突起１１５は、ケーシング１に第２スライダ部２２０を差し込む方向から一端
部側に向かって高さが高くなるテーパー状に形成され、第２スライダ部２２０が差し込ま
れる方向に移動する際には、係止爪２５０が上方に移動し、係合突起１１５を乗り越え、
施錠位置に移動する。施錠位置から第２スライダ部２２０を取り外す方向には、係合突起
１１５に係止爪２５０が食いこむ方向に力が加わり、第２スライダ部２２０の移動を禁止
する。
【００９３】
　ケーシング１の係合突起１１５の挿入口１１０側には、挿入口１１０から解除装置７以
外のプレートやピンが挿入された際に係止爪２５０への当接を阻害するためのテーパー状
の防護突起１８０が設けられている。この防護突起１８０と係合突起１１５の間に係止爪
２５０が位置すると施錠状態となる。
【００９４】
　また、ケーシング１の差し込み口近傍には、テーパー状の脱落防止突起１１７が設けら
れ、第２スライダ部２２０を差し込み口方向に移動させると、図６５に示すように、係止
爪２５０が脱落防止突起１１７に当接し、第２スライダ部２２０の脱落を防止する。
【００９５】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際に、解除装置７を用いて、第２ス
ライダ部２２０を移動させ、施錠を解除する際には、第２スライダ部２２０を、脱落防止
突起１１７の位置まで移動させてからロック用部材３ａの取り外しを行う。このように構
成することで、ケーシング１とスライダ２を構成する第１スライダ部２１０及び第２スラ
イダ部２２０は一体として取り外すことができ、各部材が紛失するなどの虞がない。
【００９６】
　また、第２スライダ部２２０を取り外す必要がある場合には、窓部２５１からピンなど
を用いて係止爪２５０を上板２２１ａに移動させ、ケーシング１に設けられた脱落防止突
起１１７から係止爪２５０を離間させる。この状態で、第２スライダ部２２０をケーシン
グ１から取り外すことができる。第２スライダ部２２０を取り外すと、第１スライダ部２
１０もケーシング１から取り外すことができる。
【００９７】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグ４が貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ
部２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防
犯タグ４は、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなく
なる。
【００９８】
　ケーシング１の側面には、後述する解除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１
０１が設けられている。
【００９９】
　次に、この第５の実施形態の解除装置７につき説明する。図５７に示すように、解除装
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置７は、取手部７１０に盗難防止器具１０を固定する固定部７１１が連接されている。固
定部７１１には、押さえプレート７２０が設けられている。この押さえプレート７２０は
、取手部７１０に取り付けピン７２４により固定されている。押さえプレート７２０の先
端は、防護突起１８０を収容する切り込み７２２とその切り込み７２２を挟んで一対の押
さえピン７２１が設けられている。
【０１００】
　取手部７１０から固定部７１１側に一対の腕部７３０が設けられ、この腕部７３０の先
端にケーシング１の突起１０１と係合する抜け止め突起７３１が設けられている。また、
固定部７１１の先端には、切り込み７１２が設けられ、この切り込み７１２から指が第２
スライダ部２２０の端部に掛かるように構成されている。
【０１０１】
　図６６に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿入口１１０
に、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取
り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がケーシ
ング１内に入り込むとともに、腕部７３０が湾曲して、抜け止め突起７３１が突起１０１
を乗り越え、図６７、図６８に示す施錠解除状態となる。
【０１０２】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、ケーシング１に設けられた防護突起１８０が、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起１８０の後ろに位置する
係止爪２５０に当接し、係止爪２５０を上方向に移動させつつ、押さえプレート７２０が
進み、施錠解除位置に達する。
【０１０３】
　図６９に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起１
１５と係止爪２５０の係合が解除され、第２スライダ部２２０は、ケーシング１から離れ
る方向に移動する。このとき、指などで、第２スライダ部２２０を挟むことで、第２スラ
イダ部２２０は簡単に移動する。
【０１０４】
　また、ケーシング１は、腕部７３０の突起７３１に突起１０１が係合しているので、ケ
ーシング１の移動は防止され、容易に第２スライダ部２２０を移動させることができる。
その後、第１スライダ部２１０をケーシング１から外す方向に移動させると、図６４に示
すように、ロック用部材３ａの柱部３０の溝部３１を切り欠き２１１から取り外すことが
できる。そして、ロック用部材３ａを抜き取ることにより、商品包装体から盗難防止器具
１０を取り外すことができる。
【０１０５】
　解除装置７から盗難防止器具１０を外すときには、腕部７３０から指を外し、そのまま
解除装置７から後に移動させると、腕部７３０が湾曲し、抜け留め突起７３１と突起１０
１の係合が解除され、盗難防止器具１０を解除装置７から取り外すことができる。
【０１０６】
　次に、第５の実施形態の盗難防止器具１０に、結束バンド８ａを用いた例につき説明す
る。この結束バンド８ａがロック用部材として用いられる。この結束バンド８ａの固定部
８５がケーシング１内に収納され、固定部８５を盗難防止器具１０のケーシング１とスラ
イダ２との間に配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１０を取
り付けるものである。
【０１０７】
　この第５の実施形態においても、第４の実施形態と同様に、結束バンド８ａは、図５５
及び図５６に示すように、帯状のバンド部８４と、バンド部８４の基端に設けられた固定
部８５を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部が設けられ、固定部８５には、バ
ンド部８４の爪部と係合するロック爪８５ｂが設けられている。尚、図７２～図７４にお
いては、爪部の図示は、省略しているが、図５６に示すものと同様の結束バンド８ａを用
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いている。
【０１０８】
　この固定部８５には、ロック爪８５ｂと対向する箇所に開口部８５ａが設けられ、固定
部８５に挿入されたバンド部８４をこの開口部８５ａから抜くことで、固定部８５からバ
ンド部８４を外すことが可能に構成されている。図５４に示すように、商品、例えば、ボ
トル６５のネックにバンド部８４を巻回し、バンド部８４の先端８４ａを固定部８５に挿
入し、ボトル６５を締め付けて、爪部８４ｃとロック爪８５ｂとを係合させてボトル６５
に結束バンド８ａを取り付ける。
【０１０９】
　固定部８５の開口部８５ａが外部に露出している状態、即ち、レジカウンターで店員が
盗難防止器具１０を取り外す状態では、開口部８５ａにバンド部８４の側面を通すように
、バンド部８４をねじりながら開口部８５ａに移動させると、バンド部８４が固定部８５
から外れ、結束バンド８ａを取り外すことができる。
【０１１０】
　固定部８５には、両側に突出片８６が設けられ、この突出片８６の上端を第２スライダ
部２２０の上板２２１ａの下部で保持し、固定部８５の開口部８５ａがケーシング１内に
収容される。図６２に示すように、第２スライダ部２２０には、固定部８５が嵌め込まれ
る切り欠き２２１が設けられている。まず、第１スライダ部２１０をケーシング１に差し
込み、第２スライダ部２２０と第１スライダ部２１０との間を開けた状態にする。そして
、第２スライダ部２２０の切り欠き２２１を結束バンド８ａの固定部８５に嵌め込み、第
１スライダ部２１０に第２スライダ部２２０が当接するまで移動させ、固定部８５を第１
スライダ部２１０の端部と第２スライダ部２２０の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部
８５の突出片８６が第２スライダ部２２０の上板２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部
８５が第２スライダ部２２０からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態と
なる。
【０１１１】
　この第５の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。第４の実
施形態と同様に、ボトルのネック部に結束バンド８ａのバンド部８４を巻回し、バンド部
８４の先端８４ａを固定部８５に挿入し、ボトル６５を締め付けて結束バンド８ａをボト
ルに固定する。
【０１１２】
　そして、第１スライダ部２１０をケーシング１に差し込み、第２スライダ部２２０と第
１スライダ部２１０との間を開けた状態にする。そして、第２スライダ部２２０の切り欠
き２２１にボトルを取り付けた結束バンド８ａの固定部８５に嵌め込み、第１スライダ部
２１０に第２スライダ部２２０が当接するまで移動させ、固定部８５を第１スライダ部２
１０の端部と第２スライダ部２２０の切り欠き２２１で挟み込むと、固定部８５の突出片
８６が第２スライダ部２２０の上板２２１ａの端部で押さえ込まれ、固定部８５が第２ス
ライダ部２２０からの取り外しが禁止され、結束バンド８ａがロック状態となる。このよ
うにして、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。
【０１１３】
　固定部８５を抜くためには、図７５及び図７６に示すように、解除装置７の固定部７１
１側から、ケーシング１の挿入口１１０に、押さえプレート７２０が入り込むようにして
、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し
込むと、押さえプレート７２０をケーシング１内に入り込ませ、係合突起１１５と係止爪
２５０の係合を解除する。固定部８５の突出片８６と第２スライダ部２２０の上板２２１
ａとを離間させ、結束バンド８ａを盗難防止器具１０から取り外し、露出した固定部８５
の開口部８５ａからバンド部８４を抜き去り、結束バンド８ａをボトルから取り外せばよ
い。
【０１１４】
　上記した第５の実施形態においては、例えば、商品包装体の孔が深い場合には、結束バ
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ンド８ａを商品包装体の孔に通して固定し、第１スライダ部２１０にロック用部材３ａを
取り付け、第２スライダ部２２０に商品包装体に取り付けた結束バンド８ａの固定部８５
を取り付ければよい。そして、ロック用部材３ａの孔を用いて陳列フックに引っ掛けるよ
うに構成すればよい。このように構成することで、結束バンド８ａを用いて陳列フックに
商品を展示することができる。
【０１１５】
　また、上記した第５の実施形態においては、第１スライダ部２１０はロック用部材３ａ
を取り付けるように構成しているが、第１スライダ部２１０も第２スライダ部２２０と同
様に結束バンド８ａの固定部８５を固定する切り欠きを設けるように構成してもよい。第
１、第２のどちらでも結束バンド８ａを固定するように構成することで、商品による盗難
防止器具１０の取り付け位置の自由度が向上する。
【０１１６】
　また、図７７に示すように、結束バンド８ａの向きは図７２のものとは１８０度異なる
方向に取り付けることもできる。
【０１１７】
　次に、この発明の第６の実施形態につき、図７８～図９９を参照して説明する。
【０１１８】
　第６の実施形態の盗難防止器具１０は、バンド８ｂを用いて商品又は商品包装体に盗難
防止器具を取り付けるものである。また、ロック用部材３ａ、３ｂを用いて商品又は商品
包装体に盗難防止器具を取り付けたり、フックに商品包装体を掛けたりするものである。
このバンド８ｂは、ロック用部材として用いられる。このバンド８ｂの基部８７がケーシ
ング１内に収納され、基部８７を盗難防止器具１０のケーシング１とスライダ２との間に
配置し、ロック状態として、商品又は商品包装体に盗難防止器具１０を取り付けるもので
ある。
【０１１９】
　この第６の実施形態のバンド８ｂは、図８０に示すように、結束バンドと同様に、帯状
のバンド部８４と、バンド部８４の一端に設けられた基部８７と他端に設けられた先端８
４ａを有する。バンド部８４の一面には、鋸歯状の爪部８４ｃが設けられ、この爪部８４
ｃが後述するケーシング１に設けられたロック爪１１９ａと係合し、爪部８４ｃとロック
爪１１９ａとが係合した状態では、バンド８ｂが締まる方向には移動は可能であるが、固
定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁止される。バン
ド８ｂをボトル６５などの商品又は商品包装体に巻回して固定する。
【０１２０】
　この第６の実施形態は、スライダ２にロック用部材の切り欠き２１１と、結束バンド８
ａのロック状態を維持する切り欠き２６０が設けられている。
【０１２１】
　この第６の実施形態では、切り欠き２１１には、図９７および図９８に示すように、ロ
ック用部材３ａ等が取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の取り付
け孔６２に取り付けるときなどに用いる。切り欠き２６０は、結束バンド８ａが挿入され
、盗難防止器具１０を、ボトルなど結束バンド８ａを用いて取り付けるときなどに用いる
。
【０１２２】
　この第６の実施形態は、図８１に示すように、スライダ２に挿入口２７０を設け、その
挿入口２７０に、解除装置７の押さえプレート７２０を差し込み、施錠機構を解除するよ
うに構成したものである。施錠機構及び解除については、後述する。
【０１２３】
　挿入口２７０の延長線上には、係合部としての係合突起２１６、２１７が設けられ、ケ
ーシング１に設けられた係止部としての係止爪１１５ａとの係合により施錠機構を構成し
ている。
【０１２４】
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　図８１～図８２に示すように、ケーシング１に挿入されるスライダ２は、Ｕ字状の切り
欠き２１１が設けられ、この切り欠き２１１の縁部が図９９（ａ）に示すロック用部材３
ａの柱部３０の溝部３１と係合する。スライダ２の先端がケーシング１の端部に当接した
位置でロック用部材３ａがスライダ２からの取り外しが禁止される。また、図９９（ｂ）
に示すように、ロック用部材３ｂの柱部３０の端部が大径部３０ｂに形成されている場合
には、ロック用部材３ｂを引き抜こうとした際に大径部３０ｂが切り欠き２１１の縁に引
っかかり、スライダ２の先端がケーシング１の端部に当接した位置でロック用部材３ｂが
スライダ２からの取り外しが禁止される。このようにロック用部材は、ロック用部材３ａ
に溝部３１を設けたものに限らず、ロック用部材３ｂに示すように、溝部を設けていない
ものも適用できる。
【０１２５】
　スライダ２には、バンド８ｂが嵌まり込む矩形状の切り欠き２６０が設けられ、切り欠
き２６０にバンド８ｂが嵌まり込むと、バンド８ｂの爪部８４ｃは、ケーシング１に設け
られたロック爪１１９ａと係合し、バンド８ｂが締まる方向には移動は可能であるが、固
定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁止される。
【０１２６】
　スライダ２の切り欠き２１１に隣接して、ケーシング１に設けられた係合孔１１４に嵌
まり込む一対の係合突起２１８が設けられている。ケーシング１にスライダ２を取り付け
、ケーシング１の端部にスライダ２の先端が当接すると、係合孔１１４に係合突起２１８
が嵌まり込み、切り欠き２１１にロック用部材３ａが固定されている状態で、ロック用部
材３ａをケーシング１から離れる方向に移動させる力が加わった時でも、スライダ２がケ
ーシング１より浮き上がることを防止する。
【０１２７】
　スライダ２には、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段
部２１に脚部２５が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６
と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２
の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１
に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋
をされたような状態となる。
【０１２８】
　スライダ２の上板２１１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられた係止部と
しての係止爪１１５ａと係合する係合突起２１６、２１７が設けられている。後述するよ
うに、スライダ２とケーシング１とを組み立てると、解除装置７にて、施錠機構を解除し
た状態でも両者の分離を抑制し、保管時などにスライダ２又はケーシング１が紛失するこ
とを抑制している。このため、施錠機構の解除状態では、両係合突起２１６、２１７の空
間２１６ｃに係止爪１１５ａが位置するように構成されている。
【０１２９】
　この係合突起２１６、２１７は、ケーシング１にスライダ２を差し込む方向から一端部
側に向かって高さが高くなるテーパー状に形成され、スライダ２が差し込まれる方向に移
動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１７、２１６を乗り越え、施
錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合突起２１６に係止
爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する。
【０１３０】
　スライダ２の表面側には、後述する解除装置７の爪部７１３が嵌まり込む凹部２３０が
設けられている。
【０１３１】
　この第６の実施形態の盗難防止器具１０は、スライダ２に、ロック用部材３ａが取り付
けられ、ケーシング１の上部からロック用部材３ａが立設する。
【０１３２】
　ケーシング１にスライダ２を差し込み、ロック用部材３ａの固定部となる柱部３０の溝
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部３１をスライダ２の切り欠き２１１の縁部に嵌め込み、ケーシング１の端部までスライ
ダ２を移動させ、ロック用部材３ａをケーシング１に嵌め込む。そして、スライダ２を施
錠位置まで移動させ、施錠状態にする。スライダ２でロック用部材３ａをロックした状態
では、ケーシング１、スライダ２の上面とロック用部材３ａの摘み部との下面との間には
、商品包装体のヘッダー部の厚み以上の隙間が形成されるように構成されている。
【０１３３】
　図８３及び図８４に示すように、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁
面が形成され、その壁面に前述したスライダ２の係合突起２１８と係合する係合孔１１４
が設けられ、他方の端部及び上部は開放され、スライダ２の差し込み口を構成している。
【０１３４】
　ケーシング１の底面には、スライダ２に設けられた係合部として係合突起２１６、２１
７と係合する係止爪１１５ａが設けられている。この係止爪１１５ａは、ケーシング１に
スライダ２が差し込まれる方向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合
突起２１５、２１６を乗り越え、施錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外
す方向には、係合突起２１６に係止爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２
の移動を禁止する。
【０１３５】
　また、スライダ２を移動させ、係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５に係止爪１１
５ａが位置すると、図９４に示すように、係止爪１１５ａが係合突起２１７に当接し、ス
ライダ２の脱落を防止する。
【０１３６】
　図８５に示すように、ケーシング１の壁部近傍に、結束バンド８ａが挿入される孔部１
１８、１１９が設けられている。孔部１１９の縁には、バンド８ｂの爪部８４ｃと係合す
るロック爪１１９ａが立設されている。この孔部１１９の奥行きは、結束バンド８ａの厚
みより大きく形成され、バンド８ｂをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、
バンド８ｂの爪部８４ｃとロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。
【０１３７】
　図８５及び図８６に示すように、孔部１１８より、バンド８ｂを挿入し、バンド８ｂの
基部８７が孔部１１８に位置すると、孔部１１８の大きさより、基部８７が大きく形成さ
れているので、バンド８ｂの一端は、ケーシング１の底に留まり、それ以上の移動が禁止
される。そして、バンド８ｂの先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｂの
爪部８４ｃとロック爪１１９ａが係合し、バンド８ｂを締める方向へはバンド８ｂを移動
は可能であるが、ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向
への移動は禁止される。
【０１３８】
　スライダ２の矩形状の切り欠き２６０は、スライダ２を閉じたときに、バンド８ｂが挿
入され、バンド８ｂがロック爪１１９ａから解除する方向への移動が禁止される。
【０１３９】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際には、解除装置７を用いて、スラ
イダ２を移動させ、施錠を解除する。このとき、スライダ２の間隔２１５にケーシング１
の係止爪１１５ａを移動させてからロック用部材３ａを取り外し、又は、バンド８ｂの爪
部８４ｃをケーシング１に設けられたロック爪１１９ａとの係合を解除するように、バン
ド８ｂをロック爪１１９ａから離すように移動させ、商品を解除する。このように構成す
ることで、ケーシング１とスライダ２は一体として取り外すことができ、各部材が紛失す
るなどの虞がない。
【０１４０】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグが貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部
２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯
タグは、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなくなる
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。
【０１４１】
　ケーシング１の側面には、バンド８ｂの先端が挿入可能な窓部１１６が設けられ、例え
ば、ボトル６５を締め付けて余ったバンド８ｂの先端を挿入し、バンド８ｂが後述する解
除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１０１が設けられている。
【０１４２】
　図８６に示すように、ケーシング１に取り付けられたバンド８ｂの空間に、商品、例え
ば、ボトル６５のネックを差し込み、バンド８ｂを引っ張り、商品に盗難防止器具１０を
取り付ける。
【０１４３】
　次に、この第６の実施形態の解除装置７につき説明する。図７８～図７９に示すように
、解除装置７は、盗難防止器具１０を固定する固定部７１１が設けられ、この固定部７１
１には、スライダ２の凹部２３０に係合する爪部７１３が設けられ、この爪部７１３を指
で押さえつけることにより、盗難防止器具１０のスライダ２が固定される。固定部７１１
には、押さえプレート７２０がビス７２ｅにより取り付けられている。また、解除装置７
には、手の指が掛かりやすいように、凹部７１４が設けられている。
【０１４４】
　図７８に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、スライダ２の挿入口２７０に
、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り
付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がケーシン
グ１内に入り込むとともに、腕部７３０が湾曲して、抜け止め突起７３１が突起１０１を
乗り越え、図６７、図６８に示す施錠解除状態となる。
【０１４５】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、スライダ２に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置す
る係止爪１１５ａに当接し、係止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７
２０が進み、施錠解除位置に達する。
【０１４６】
　図９２に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２
１６と係止爪１１５ａの係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方
向に移動する。このとき、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動さ
せることで、ケーシング１はスライダ２から離れる方向に簡単に移動する。
【０１４７】
　また、ケーシング１を移動させると、図９５に示すように、バンド８ｂの爪部８４ｃを
ロック爪１１９ａから離す方向（図中矢印方向）に移動可能となり、バンド８ｂを緩む方
向に移動でき、商品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【０１４８】
　また、ケーシング１をスライダ２から外す方向に移動させると、前述の実施形態と同様
に、ロック用部材３ａの柱部３０の溝部３１を切り欠き２１１から取り外すことができる
。そして、ロック用部材３ａを抜き取ることにより、商品包装体から盗難防止器具１０を
取り外すことができる。
【０１４９】
　この第６の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。　図８６
に示すように、孔部１１８より、バンド８ｂを挿入し、バンド８ｂの基部８７が孔部１１
８に位置すると、孔部１１８の大きさより、基部８７が大きく形成されているので、バン
ド８ｂの一端は、ケーシング１の底に留まり、それ以上の移動が禁止される。そして、バ
ンド８ｂの他端側の先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｂの爪部８４ｃ
とロック爪１１９ａが係合し、バンド８ｂを締める方向へはバンド８ｂを移動は可能であ
るが、ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向への移動は
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禁止される。
【０１５０】
　図８５～図８７は、ケーシング１に設けた係止爪１１５ａが分かる状態までスライダ２
を移動させているが、一端、スライダ２をケーシング１に取り付けると、スライダ２は、
ケーシング１の係止爪１１５ａが係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５の位置で待機
することになる。
【０１５１】
　スライダ２をケーシング１に取り付けて、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる方
向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１５、２１６を乗り越
えて移動し、図９３および図９４に示すように、スライダ２は、ケーシング１の係止爪１
１５ａが係合突起２１６、２１７の間の間隔２１５の位置で待機する。
【０１５２】
　第４、第５の実施形態と同様に、図８８に示すように、ケーシング１に取り付けられた
バンド８ｂの空間に、商品、例えば、ボトル６５のネックを差し込み、バンド８ｂを引っ
張り、ボトル６５のネック部にバンド８ｂを巻回する。
【０１５３】
　そして、スライダ２をケーシング１に差し込み、スライダ２でケーシング１を閉じ、ス
ライダ２の切り欠き２６０に、バンド８ｂが挿入され、バンド８ｂがロック爪１１９ａか
ら解除する方向への移動が禁止され、バンド８ｂがロック状態となる。このようにして、
図９６に示すように、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。
【０１５４】
　バンド８ｂを緩め、商品(ボトル６５)を抜くためには、図９０及び図９１に示すように
、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿入口１１０に、押さえプレート７
２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器具１０を取り付ける。盗難防止器
具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２０がスライダ２内に入り込む。
【０１５５】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、図６９～図
７１に示すように、スライダ２に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収
容され、押さえプレート７２０の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置す
る係止爪１１５ａに当接し、係止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７
２０が進む。
【０１５６】
　図９２に示すように、施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２
１６と係止爪１１５ａの係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方
向に移動する。このとき、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動さ
せることで、図９３および図９４に示すよいうに、ケーシング１はスライダ２から離れる
方向に簡単に移動する。
【０１５７】
　また、ケーシング１を移動させると、図９３に示すように、バンド８ｂの爪部８４ｃを
ロック爪１１９ａから離す方向に移動可能となり、バンド８ｂを緩む方向に移動でき、商
品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【０１５８】
　上記のように、この第６の実施形態においては、解除装置７で解除する際には、ケーシ
ング１が移動することになる。機能的には、この実施形態では、ケーシング１がスライダ
となり、スライダ２がケーシングとなる。
【０１５９】
　次に、この発明の第７の実施形態につき、図１００～図１１６を参照して説明する。
【０１６０】
　第７の実施形態の盗難防止器具１０は、バンド９ｄ、９ｅ又は８ｃを用いて商品又は商
品包装体に盗難防止器具を取り付けるものである。また、ロック用部材３ａ、３ｂを用い
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て商品又は商品包装体に盗難防止器具を取り付けたり、フックに商品包装体を掛けたりす
るものである。このバンド９ｄ、９ｅ又は８ｃは、ロック用部材として用いられる。この
バンド９ｄ、９ｅ又は８ｃをスライダ２により固定し、ロック状態として、商品又は商品
包装体に盗難防止器具１０を取り付けるものである。
【０１６１】
　この第７の実施形態は、商品又は商品包装体に巻回されるバンド９ｄ、９ｅは、図１０
０（ａ）（ｂ）に示すように、バンド９ｄ、９ｅがループ状に商品の回りに巻回され、そ
のループ状態が緩まないように、盗難防止器具１０にてロック状態を保つものである。
【０１６２】
　図１００（ａ）に示すバンド９ｄは、帯部９０と固定部９５からなり、帯部９０は、幅
の小さな基部９１とこの基部９１より両側に突出する突出部９２が交互に設けられている
。固定部９５には、帯部９０が挿入される開口部９３が設けられ、この開口部９３は、突
出部９２が挿入される大きさからテーパー状に小さくなり、基部９１を嵌め込むことによ
りループ状態で固定される固定用孔９３ａが設けられている。
【０１６３】
　図１００（ｂ）に示すバンド９ｅは、帯部９０と固定部９５からなり、帯部９０は、幅
の小さな基部９１とこの基部９１より両側に突出する突出部９２が交互に設けられている
。固定部９５には、帯部９０が挿入される開口部９３が設けられ、この開口部９３は、突
出部９２が挿入される大きさを有している。この開口部９３の上下に、基部９１を嵌め込
むことによりループ状態で固定される固定用孔９３ａが設けられている。
【０１６４】
　図１１０に示すバンド８ｃは、帯状のバンド部８４と、バンド部８４の基端に設けられ
た窓部８８を有する。バンド部８４の一面に、鋸歯状の爪部８４ｃが設けられている。窓
部８８に挿入して、ループ状にされたバンド部８４は、窓部８８を自由に移動することが
できる。図１１１に示すように、商品、例えば、ボトル６５のネックにバンド部８４を巻
回し、バンド部８４の先端８４ａを窓部８８に挿入し、ボトル６５にバンド８ｃを取り付
ける。
【０１６５】
　図１０１に示すように、バンド９ｄの帯部９０を固定部９５の開口部９３に挿入してル
ープ形状にして、商品、例えば、ボトル６５のネックに巻き付ける。そして、ボトル６５
を締め付けて、帯部９０の基部９１を固定用孔９３ａに移動させ、バンド９ｄをボトル６
５に仮固定する。この仮固定したバンド９ｄが解けないように、盗難防止器具１０のスラ
イダ２に固定してロック状態に保つものである。
【０１６６】
　ケーシング１及びスライダ２は、基本的には第６の実施形態と同様であるが、この第７
に示す実施形態は、ケーシング１には、バンドが挿入される孔は孔部１１９だけ設けてい
る。孔部１１９の縁には、後述するバンド８ｃの爪部８４ｃと係合するロック爪１１９ａ
が立設されている。この孔部１１９の奥行きは、バンド８ｃの厚みより大きく形成され、
バンド８ｃをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、バンド８ｃの爪部８４ｃ
とロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。なお、バンド９ｄ，９ｅ
だけを用いる場合には、ロック爪１１９ａを省略してもよい。
【０１６７】
　この第７の実施形態は、スライダ２に、バンド９ｄ、９ｅ及び８ｃのロック状態を維持
する切り欠き２６０が設けられている。
【０１６８】
　この第７の実施形態では、ケーシング１にロック用部材３ａ、３ｂが取り付けられる切
り欠き１１１ｃが設けられる。図示はしないが、ケーシング１の切り欠き１１１ｃに、ロ
ック用部材３ａ、３ｂ等が取り付けられ、例えば、盗難防止器具１０を、商品包装体６の
取り付け孔６２に取り付けるときなどに用いる。
【０１６９】
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　この第７の実施形態は、第６の実施形態に示すように、図１０６に示すように、スライ
ダ２に挿入口２７０を設け、その挿入口２７０に、解除装置７の押さえプレート７２０を
差し込み、施錠機構を解除するように構成している。たものである。施錠機構及び解除に
ついては、後述する。
【０１７０】
　挿入口２７０の延長線上には、係合部としての係合突起２１６が設けられ、ケーシング
１に設けられた係止部としての係止爪１１５ａとの係合により施錠機構を構成している。
尚、この第７の実施形態も第６の実施形態と同様に、係合突起２１６，２１７を設け、ケ
ーシング１にスライダ２を取り付けると、両者は外れないように構成してもよい。
【０１７１】
　図１０２～図１０６、図１１２に示すように、スライダ２には、バンド９ｄ，９ｅ、８
ｃが嵌まり込む矩形状の切り欠き２６０が設けられる。この切り欠き２６０は、基部９１
は嵌まり込むが、突出部９２は嵌まり込まない大きさに形成されている。切り欠き２６０
にバンド９ｄ、９ｅの基部９１が嵌まり込むと、基部９１の上下の突出部９２、９２がス
ライダ２を挟み込むことになり、バンド９ｄ，９ｅの移動が禁止され、ロック状態となる
。
【０１７２】
　一方、バンド８ｃが切り欠き２６０に嵌まり込むと、バンド８ｃの爪部８４ｃは、ケー
シング１に設けられたロック爪１１９ａと係合し、バンド８ｂが締まる方向には移動は可
能であるが、固定された商品又は商品包装体を開放するために、緩める方向への移動は禁
止される。
【０１７３】
　スライダ２の切り欠き２１１に隣接して、ケーシング１に設けられた係合孔１１４に嵌
まり込む一対の係合突起２１８が設けられている。ケーシング１にスライダ２を取り付け
、ケーシング１の端部にスライダ２の先端が当接すると、係合孔１１４に係合突起２１８
が嵌まり込み、切り欠き２１１にロック用部材３ａが固定されている状態で、ロック用部
材３ａをケーシング１から離れる方向に移動させる力が加わった時でも、スライダ２がケ
ーシング１より浮き上がることを防止する。
【０１７４】
　スライダ２には、ケーシング１の上縁部１３の下面と当接する段部２１が設けられ、段
部２１に脚部２５が設けられている。この脚部２５と段部２１がケーシング１の底面１６
と上縁部１３の間に嵌まり込み、ケーシング１にスライダ２が差し込まれる。スライダ２
の端部２２６は、ケーシング１の外周を覆うように形成され、スライダ２をケーシング１
に完全に嵌め込むと、ケーシング１の端部１７に当接し、ケーシング１の差し込み口が蓋
をされたような状態となる。
【０１７５】
　スライダ２の上板２１１ａのケーシング１側には、ケーシング１に設けられた係止部と
しての係止爪１１５ａと係合する係合突起２１６が設けられている。
【０１７６】
　この係合突起２１６は、ケーシング１にスライダ２を差し込む方向から一端部側に向か
って高さが高くなるテーパー状に形成され、スライダ２が差し込まれる方向に移動する際
には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１７、２１６を乗り越え、施錠位置に
移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合突起２１６に係止爪１１５
ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する。
【０１７７】
　スライダ２の表面側には、後述する解除装置７の爪部７１３が嵌まり込む凹部２３０が
設けられている。
【０１７８】
　第６の実施形態と同様に、ケーシング１は、矩形形状であり、一方の端部側は壁面が形
成され、その壁面に前述したスライダ２の係合突起２１８と係合する係合孔１１４が設け
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られ、他方の端部及び上部は開放され、スライダ２の差し込み口を構成している。
【０１７９】
　ケーシング１の底面には、スライダ２に設けられた係合部として係合突起２１６と係合
する係止爪１１５ａが設けられている。この係止爪１１５ａは、ケーシング１にスライダ
２が差し込まれる方向に移動する際には、係止爪１１５ａが上方に移動し、係合突起２１
６を乗り越え、施錠位置に移動する。施錠位置からスライダ２を取り外す方向には、係合
突起２１６に係止爪１１５ａが食いこむ方向に力が加わり、スライダ２の移動を禁止する
。
【０１８０】
　ケーシング１の壁部近傍に、バンド９ｄ，９ｅ、８ｃが挿入される孔部１１９が設けら
れている。孔部１１９の縁には、バンド８ｂの爪部８４ｃと係合するロック爪１１９ａが
立設されている。この孔部１１９の奥行きは、結束バンド８ａの厚みより大きく形成され
、バンド８ｂをロック爪１１９ａより離す方向に移動させた際に、バンド８ｂの爪部８４
ｃとロック爪１１９ａの係合が解除されるように形成されている。
【０１８１】
　スライダ２の切り欠き２６０は、スライダ２を閉じたときに、バンド８ｂが挿入され、
バンド８ｂがロック爪１１９ａから解除する方向への移動が禁止される。
【０１８２】
　通常、店員が商品から盗難防止器具１０を取り外す際には、解除装置７を用いて、スラ
イダ２を移動させ、施錠を解除する。このとき、バンド９ｄ，９ｅをスライダ２の切り欠
き２６０から取り外す。バンド９ｄ，９ｅの基部９１を固定用孔９３ａから開口部９３の
移動可能な領域に移動させ、バンド９ｄ，９ｅを緩め、商品から盗難防止器具１０を取り
外す。一方、バンド８ｃの爪部８４ｃをケーシング１に設けられたロック爪１１９ａとの
係合を解除するように、バンド８ｂをロック爪１１９ａから離すように移動させ、商品を
解除する。
【０１８３】
　ケーシング１の底面１６には、防犯タグ４の貼付部１１２が設けられ、この貼付部１１
２に防犯タグが貼り付けられる。ケーシング１に第１スライダ部２１０、第２スライダ部
２２０からなるスライダ２を差し込み、ケーシング１にスライダ２を取り付けると、防犯
タグは、ケーシング１内に収容された状態となり、外部から剥離することができなくなる
。
【０１８４】
　又、ケーシング１の側面には、バンド８ｂの先端が挿入可能な窓部１１６が設けられ、
例えば、ボトル６５を締め付けて余ったバンド８ｂの先端を挿入し、バンド８ｂが後述す
る解除装置７の抜け止め突起７３１と当接する突起１０１が設けられている。
【０１８５】
　解除装置７は、第６の実施形態と同様である。
【０１８６】
　この第７の実施形態の盗難防止器具１０の商品への取り付けにつき説明する。　図１０
１に示すように、バンド９ｄの帯部９０を固定部９５の開口部９３に挿入してループ形状
にして、商品、例えば、ボトル６５のネックに巻き付ける。そして、ボトル６５を締め付
けて、帯部９０の基部９１を固定用孔９３ａに移動させ、バンド９ｄをボトル６５に仮固
定する。図１０３に示すように、孔部１１９にバンド９ｄの帯部９０を挿入する。この仮
固定したバンド９ｄが解けないように、図１０５に示すように、盗難防止器具１０のスラ
イダ２を移動させ、スライダ２の切り欠き２６０で基部９１を挟み込み、スライダ２で固
定してロック状態に保ち、図１０６に示すように、ボトル６５に盗難防止器具１０が取り
付けられる。
【０１８７】
　図１１１に示すように、商品、例えば、ボトル６５のネックにバンド部８４を巻回し、
バンド部８４の先端８４ａを窓部８８に挿入し、ボトル６５にバンド８ｃを取り付ける。
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バンド８ｃの先端８４ａを孔部１１９へ挿入することで、バンド８ｃの爪部８４ｃとロッ
ク爪１１９ａが係合し、バンド８ｃを締める方向へはバンド８ｃを移動は可能であるが、
ロック爪１１９ａとの係合を解除しない状態ではバンド８ｂを開く方向への移動は禁止さ
れる。
ケーシング１に取り付けられたバンド８ｃを引っ張り、ボトル６５のネック部にバンド８
ｂを巻回する。
【０１８８】
　そして、スライダ２をケーシング１に差し込み、スライダ２でケーシング１を閉じ、ス
ライダ２の切り欠き２６０に、バンド８ｃが挿入され、バンド８ｃがロック爪１１９ａか
ら解除する方向への移動が禁止され、バンド８ｂがロック状態となる。このようにして、
図１１３に示すように、ボトルに盗難防止器具１０が取り付けられる。
【０１８９】
　バンド９ｄ、８ｃを緩め、商品(ボトル６５)を抜くためには、図１０７～図１０９及び
図１１４～図１１６に示すように、解除装置７の固定部７１１側から、ケーシング１の挿
入口１１０に、押さえプレート７２０が入り込むようにして、固定部７１１に盗難防止器
具１０を取り付ける。盗難防止器具１０を解除装置７に押し込むと、押さえプレート７２
０がスライダ２内に入り込む。
【０１９０】
　押さえプレート７２０の先端には、切り込み７２２が設けられているので、スライダ２
に設けられた防護突起２１６ａが、切り込み７２２内に収容され、押さえプレート７２０
の押さえピン７２１は、防護突起２１６ａの後ろに位置する係止爪１１５ａに当接し、係
止爪１１５ａを上方向に移動させつつ、押さえプレート７２０が進む。
【０１９１】
　施錠解除位置に押さえプレート７２０が位置すると、係合突起２１６と係止爪１１５ａ
の係合が解除され、ケーシング１は、スライダ２からから離れる方向に移動する。このと
き、指などで、バンド８ｂをケーシング１のスライダ２から移動させることで、ケーシン
グ１はスライダ２から離れる方向に簡単に移動する。尚、スライダ２には、指が掛かる凹
部２１１ｃが設けられている。
【０１９２】
　また、ケーシング１を移動させると、バンド８ｃの爪部８４ｃをロック爪１１９ａから
離す方向に移動可能となり、バンド８ｃを緩む方向に移動でき、商品から盗難防止器具１
０を取り外すことができる。
【０１９３】
　又、バンド９ｄは、スライダ２の切り欠き２６０から外れるので、バンド９ｄを外し、
基部９１を、固定用孔９３ａａを開口部９３の移動可能な位置まで動かし、バンド９ｄを
緩めて、商品から盗難防止器具１０を取り外すことができる。
【０１９４】
　上記のように、この第７の実施形態も第６の実施形態と同様、解除装置７で解除する際
には、ケーシング１が移動することになる。機能的には、この実施形態では、ケーシング
１がスライダとなり、スライダ２がケーシングとなる。
【符号の説明】
【０１９５】
１　　　ケーシング
２　　　スライダ
３、３ａ、３ｂ　ロック用部材
４　　　防犯タグ
５　　　係止部
６　　　商品包装体
７　　　解除装置
８　　　バンド
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８ａ　　結束バンド
８ｂ　　バンド
８ｃ　　バンド
９ｄ　　バンド
９ｅ　　バンド
１０　　盗難防止器具
１１　　突出片
１２　　孔
１３　　上縁部
１４　　壁部
１５　　凹所
１６　　底面
１７　　端部
１８　　リブ
１９　　リブ
２１　　段部
２２　　係合部
２３　　鍔部
２４　　切り欠き部
２４ａ　切り欠き
２５　　脚部
２６　　端部
２７　　上板
２７ａ　貼付部
３０　　柱部
３０ｂ　大径部
３１　　溝部
３２　　摘み部
３５　　孔
５０　　腕部
５０ａ　ヒンジ部
５１　　爪部
５２　　柱部
５２ａ　円板
６０　　保形シート
６４　　ヘッダー部
６５　　ボトル
６５ａ　溝
６５ｂ　ネック部
６５ｃ　キャップ
６６　　陳列ロッド
７１　　磁石
７２　　側壁部
７２ｅ　ビス
７３　　上面
７４　　金属プレート
７６　　溝
８０　　帯部
８１　　孔部
８３　　突起
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８４　　バンド部
８４ａ　先端
８４ｃ　爪部
８５　　固定部
８５ａ　開口部
８５ｂ　ロック爪
８６　　突出片
８７　　基部
８８　　窓部
９０　　帯部
９１　　基部
９２　　突出部
９３　　開口部
９３ａ　固定用孔
９３ａａ固定用孔
９５　　固定部
１０１　突起
１１０　挿入口
１１１ｃ切り欠き
１１２　貼付部
１１４　係合孔
１１５　係合突起
１１５ａ係止爪
１１６　窓部
１１７　脱落防止突起
１１８　孔部
１１９　孔部
１１９ａロック爪
１８０　防護突起
２１０　第１スライダ部
２１１　切り欠き
２１１ａ上板
２１１ｃ凹部
２１５　係合突起
２１６　係合突起
２１６ａ防護突起
２１６ｃ空間
２１７　係合突起
２１８　係合突起
２２０　第２スライダ部
２２１　切り欠き
２２１ａ上板
２２６　端部
２３０　凹部
２５０　係止爪
２５１　窓部
２６０　切り欠き
２７０　挿入口
７００　磁石
７１０　取手部
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７１１　固定部
７１２　切り込み
７１３　爪部
７１４　凹部
７２０　押さえプレート
７２１　押さえピン
７２２　切り込み
７２４　取り付けピン
７３０　腕部
【手続補正３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１８】

【手続補正４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１９】

【手続補正５】
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【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図２０】

【手続補正６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２７
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【図２７】

【手続補正７】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図２８】

【手続補正８】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図３９
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図３９】

【手続補正９】
【補正対象書類名】図面
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【補正対象項目名】図６４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図６４】

【手続補正１０】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図７０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図７０】

【手続補正１１】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図７１
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【図７１】

【手続補正１２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図８５
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図８５】

【手続補正１３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図８７
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図８７】

【手続補正１４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９２
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図９２】

【手続補正１５】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図９３】

【手続補正１６】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９４
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図９４】

【手続補正１７】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図９５
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【図９５】

【手続補正１８】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１０２
【補正方法】変更
【補正の内容】

【図１０２】

【手続補正１９】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１１５】

【手続補正２０】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１１６】
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